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根拠法令 　災害対策基本法第5条第1,2項、同法第7条第2項

3,390

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　地域防災力の向上を図るために結成された自主防災組織への
支援として、結成時と防災活動（資機材整備・防災訓練等）を行っ
た際に、補助金を交付する。

（2）事業の必要性
　災害時の被害の軽減を図るために、市民の共助の精神に基づ
く自主的な防災活動を支援する必要がある。

（1）事業計画
　自主防災組織の結成及び育成（防災活動）を促し、助成を行う。

　内訳
　　自主防災組織研修会講師謝金　　2名　6千円
　　自主防災組織結成補助金　　20団体　1,200千円
　　自主防災組織育成（防災活動）補助金　　105団体　3,250千円

（2）事業効果
　新規結成される自主防災組織の結成率向上を図るとともに、既
設の自主防災組織の活性化及び防災活動の促進による地域防
災力の向上を図ることができる。

財源 財源名 金額

4,456 △ 753 1,066自主防災組織育成事業 防災安全課 総務費 総務管理費 一般管理費 5,209

負担金補助 4,450
及び交付金

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 災害対策基本法、電波法

区分 金額
県 鳥取県防災危機管理対策交付金 1,066 報償費 6

及び交付金

備品購入費 1,448
負担金補助 80

使用料及び賃借料 25
工事請負費 2,700

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

地方債 緊急防災基盤整備事業 2,700 役務費 5,528
委託料 5,553

区分 金額
諸収入 農協防災無線電気使用料 108 需用費 5,406

17,932

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　災害時等において、市民の生命及び財産を守るために必要な
情報を迅速かつ広範に提供するために、防災行政無線施設の適
切な維持管理を行うとともに、無線従事者の育成を行う。

（2）事業の必要性
　いつ起こるかわからない災害に備え、市民の生命及び財産を守
るために必要な情報を迅速かつ広範に提供する体制を維持する
必要がある。

（1）事業計画
　防災行政無線施設の維持管理を行う。

　内訳
　　無線施設の光熱水費・修繕料等　　5,406千円
　　無線施設の回線使用料・電波使用料等　　5,528千円
　　無線施設の点検委託料等　　5,553千円
　　屋外無線柱用土地借料　　25千円
　　屋外無線柱移設工事費　　2,700千円
　　戸別受信機等購入　　1,448千円
　　無線従事者講習受講料　　80千円

（2）事業効果
　災害時等に速やかに市民の生命及び財産を守るために必要な
情報を迅速かつ広範に提供することができる。

財源 財源名 金額

20,740 6,021 2,700 108無線放送施設管理費 防災安全課 総務費 総務管理費 一般管理費 14,719
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(単位：千円）
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根拠法令 災害対策基本法、米子市地域防災計画

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　防災対策研究会（県及び県内主要市町村で構成）において県
から示された「県及び市町村の備蓄に関する連携体制整備要領」
に基づき、本市では平成13年度から15年度の3ヶ年で人口を基に
割り振られた所要数量の備蓄物品を購入したが、その品目のうち
保存年限が過ぎる物品（保存水など）について、年次的に更新を
図る。

（2）事業の必要性
　鳥取県西部地震の教訓を活かし、被災時の避難生活・市民生
活の一定部分の支援を行う必要がある。

（1）事業計画
  過去に購入した連携備蓄物品のうち、保存年限が過ぎる物品を
更新する。
①飲料用保存水　486本　　148千円
②炊出し用蒸留水　20本　　6千円
③し尿処理剤　95箱　　2,035千円
④乾電池（単一）　120パック　　76千円
⑤乾電池（単三）  8パック　　10千円
⑥クラッカー　5缶　　34千円
⑦山菜おこわ（発熱体付）　8箱　　168千円

（2）事業効果
  被災時の市民生活の一助となる環境整備を図ることができる。

財源 財源名 金額

2,477 0連携備蓄物品更新事業 防災安全課 総務費 総務管理費 一般管理費 2,477

区分 金額
需用費 2,477

2,477

総務管理費 一般管理費 81

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 災害対策基本法第48条

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
前年度

当初予算額
本年度

当初予算額
前年度比

本年度の財源内訳

役務費 21
委託料 39

区分 金額
需用費 21

81

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　小学校を訓練会場とし、地域住民、小学校教職員及び児童等
による住民参画型の総合防災訓練を鳥取県西部地震発生日に
実施する。

（2）事業の必要性
　鳥取県西部地震の風化防止や東日本大震災の教訓を活かした
効果的な防災体制の確立及び地域住民等の防災意識の高揚を
図る必要がある。

（1）事業計画
　住民参画型の総合防災訓練を実施する。

　内訳
　　消火訓練用灯油・ガソリン等　　21千円
　　消火器詰替手数料　　21千円
　　訓練用家屋製作委託料　　39千円

（2）事業効果
　効果的な防災体制の確立及び地域住民等の防災意識の高揚を
図ることができる。

財源 財源名 金額

81 0防災訓練事業 防災安全課 総務費

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
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根拠法令 米子市地域防災計画

賃金 1,718
委託料 135

区分 金額
県 鳥取県防災危機管理対策交付金 111 共済費 279

2,021

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
  自治会・民生委員と連携し、災害時要援護者（災害時における
自力での避難活動が困難で何らかの支援を必要とする者）の把
握、災害時の避難支援計画の作成及び同計画に基づく避難支援
活動により、災害時における災害時要援護者への適切な支援を
行う。
　
（2）事業の必要性
  大規模災害時に、市や消防・警察などの防災関係機関のみで
直ちに災害時要援護者の避難活動支援を行うことは困難であり、
市、防災関係機関及び住民が連携して災害発生初期における災
害時要援護者の避難支援を行う制度・体制を整備する必要があ
る。

（1）事業計画
  災害時要援護者台帳システムに災害時要援護者情報を入力
し、自治会に対して情報提供を行う。

　内訳
　　臨時職員社会保険料等　　279千円
　　臨時職員賃金等　　1,718千円
　　災害時要援護者台帳システム保守委託料　　135千円

（2）事業効果
  災害時弱者である災害時要援護者の生命及び身体の保護を行
うことができる。

財源 財源名 金額

2,132 1,996 111災害時要援護者支援事業 防災安全課 総務費 総務管理費 一般管理費 136

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 地方税法

役務費 3,918
委託料 1,082

区分 金額
財産 がいなよなご応援基金積立金利子 15 需用費 1,639

18,369

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）　事業の概要
　「ふるさと納税」制度を積極的に広報し、米子市への「ふるさと納
税」(寄附）をお願いするとともに、「ふるさと納税」をしていただい
た方へのお礼として、地元企業と連携して地元特産品等を贈呈
し、地域産品のPRを行う。

（2）　事業の必要性
　基金の目的の沿った事業展開及び地元特産品等の広告宣伝
のため必要である。

　「ふるさと納税」制度を積極的に広報することにより、寄附件数、
寄附金額ともに日本のトップレベルを維持するとともに、米子市の
知名度アップと米子市の発展に寄与する。

内訳
　タイアップ記念品負担金　　11,730千円
　その他事務経費　　 　　　　 　6,654千円

財源 財源名 金額

18,384 4,719 15
地域産品ＰＲ事業（ふるさと納
税）

市民自治推
進課

総務費 総務管理費 一般管理費 13,665

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

積立金 15

負担金補助 11,730
及び交付金
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(単位：千円）
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根拠法令

区分 金額
需用費 84

201

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　職員定員適正化計画に基づき職員数の削減を進めながら、市
民サービスの水準を維持・向上させるためには、職員の資質向上
を図るとともに、優秀な人材の確保が大きな課題となっている。そ
こで、就職先として本市を考えている者を対象とした「採用説明
会」を開催し、若手職員により市の概要、重要施策等の紹介及び
市の仕事の説明を行う。

（2）事業の必要性
　次の点から事業実施が必要である。
①説明会実施の広報により、志望者の掘り起こしと受験生の受
験意欲を高める。②次年度以降の受験予定者など幅広く参加者
を募ることにより、将来の就職の選択肢の一つとして広くアピール
する。③若手職員が仕事の説明を行うことで、職員の意欲喚起・
能力開発を図る。

開催時期
　平成24年6月頃に1回（予定）
開催場所
　米子コンベンションセンター（予定）

主な内容
　市の概要・重点施策等の取組み、若手職員からの仕事説明と質
疑応答、採用試験実施概要について　など

内訳
　説明会開催用消耗品費：84千円
　会場借料：117千円

財源 財源名 金額

201 △ 10職員採用説明会開催事業 職員課 総務費 総務管理費 一般管理費 211

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 米子市消費生活条例、消費者安全法、消費者教育の推進に関する法律

使用料及び賃借料 117

旅費 574
需用費 2,228

区分 金額
県 地方消費者行政活性化交付金 4,093 報償費 432

負担金補助 16
及び交付金

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
  複雑化する消費生活相談に対応するため、消費生活相談員の
スキルアップ研修への参加や、早期の相談を促すためのPR広報
の実施、契約取引等の消費生活にかかる市民向け教育・啓発セ
ミナー等を開催する。

（2）事業の必要性
　消費生活相談業務の複雑化、高度化が進む中で、各自治体に
おける消費者行政の充実が求められている。また、「消費者教育
の推進に関する法律」の成立を踏まえて、地域の消費者団体等
の多様な主体と連携しながら消費者教育・啓発に取り組む必要
がある。

(1)事業計画
①消費者（市民向け）啓発の強化（消費生活セミナー・出前講座の
開催、啓発広報の実施）
②相談員スキルアップのための研修派遣、法律専門相談事業

　内訳
　　セミナー講師謝金旅費        　536千円
　　啓発冊子・チラシ・広報等　  2,339千円
　　広告料　  　                      　 680千円
　　弁護士専門法律相談　           32千円
　　相談員研修派遣　　　　　　  　 468千円
　　書籍購入　 　　　　　　　　　 　　  38千円

(2)事業効果
　市民に対する消費者教育・啓発を通して、消費者としての自立を
促すとともに、消費者相談体制を充実・強化することにより市民生
活の安全を図ることができる。

財源 財源名 金額

4,093 △ 2,415 4,093消費生活行政活性化事業 市民相談課 総務費 総務管理費 一般管理費 6,508

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

使用料及び賃借料 19
備品購入費 100

役務費 680
委託料 44
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(単位：千円）

2 1 1

15

(単位：千円）

2 1 6

15

根拠法令

区分 金額
工事請負費 4,236

4,236

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　経年変化により修繕が必要となった設備の修繕を行う。今年度
は、クラブハウス天井の修繕を行う。

（2）事業の必要性
　米子ゴルフ場クラブハウス天井について、利用者の安全確保の
ために早急な修繕が必要である。

　米子ゴルフ場クラブハウス天井改修工事の実施

内容
　米子ゴルフ場クラブハウス天井改修工事　一式
　事業費：4,236千円

財源 財源名 金額

4,236 4,236米子ゴルフ場整備事業 総務管財課 総務費 総務管理費 財産管理費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

区分 金額
地方債 庁舎整備事業 2,700 工事請負費 2,700

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　本庁舎駐輪場（図書館・美術館側）の整備を行う。

（2）事業の必要性
　自転車等で来庁する市民等の安全を確保するためには、早急
な整備が必要である。

　本庁舎駐輪場（図書館・美術館側）改修工事の実施

内容
　本庁舎駐輪場改修工事　　5棟
　　事業費：2,700千円

財源 財源名 金額

2,700 2,700 2,700駐輪場整備事業 総務管財課 総務費 総務管理費 一般管理費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

2 1 9
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(単位：千円）

2 1 9
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12

根拠法令

需用費 53
役務費 164

区分 金額
旅費 464

681

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　環日本海拠点都市会議の会員都市（日本3都市、韓国3都市、
中国3都市、ロシア3地域）の首長が、開催市（ロシア　ウラジオス
トク市）で一堂に会して、会員都市間の今後の環日本海交流の活
性化に向けた発展方策について協議を行う。

（2）事業の必要性
　環日本海拠点都市会議の会員都市間で、経済・文化・観光等
の環日本海交流を活性化していくために必要である。

　各会員都市から首長が集まり協議することによって、環日本海
の拠点都市間の物流の活性化など経済・文化・観光等の共同発
展を目指すとともに、北東アジア地域の平和維持の一助とする

内容
　会員都市出席人数　4カ国12都市・地域から約40人
　　　　（米子市内訳）
　　　　　　旅費2人分　　　　　　　　　　　　　　　464千円
　　　　　　記念品・米子市紹介写真代　　　　　 53千円
　　　　　　ロシア語翻訳・査証取得手数料　　164千円

財源 財源名 金額

681 283環日本海拠点都市会議
市民自治推
進課

総務費 総務管理費 企画費 398

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 鳥取県広域行政管理組合分賦金条例第３条及び第４条

及び交付金

区分 金額
負担金補助 2,752,192

2,752,192

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　鳥取県西部広域行政管理組合で実施している共同処理事務に
要する経費に対する負担金（分賦金）を支出するもの。

（2）事業の必要性
　広域的かつ一体的に処理すべき行政課題に対応するとともに、
鳥取県西部9市町村が独自に処理する場合と比べて効率的に実
施することができるため、事務の共同処理が必要である。

　消防や廃棄物処理などの共同処理事務に要する経費に対する
負担金

内容
　一部事務組合負担金　　2,752,192千円

財源 財源名 金額

2,752,192 △ 5,469広域行政管理組合負担金 企画課 総務費 総務管理費 企画費 2,757,661

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

2 1 9

19

(単位：千円）

2 1 9

11

12

14

根拠法令
「中心市街地の活性化に関する法律」に基づく米子
市中心市街地活性化基本計画の事業

役務費 32
使用料及び賃借料 5

区分 金額
需用費 32

69

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
(1)事業の概要
 情報発信力の高い、地域のブロガーを招いてモニターツアーを
実施し、まちなかエリアにある加茂川・中海遊覧・下町観光・米子
城跡などをはじめとした見どころを巡り、それらの改善点の抽出、
提言など魅力アップのための意見交換を行うとともに、セールス
ポイントを各自のブログを通じて積極的なＰＲを行う。

(2)事業の必要性
 地域の魅力をＰＲするためには、広告・宣伝物の作成などと併せ
て、住民自らが広告塔となり、人から人へ伝えていくことが重要で
ある。本市のまちなかエリアの見どころをブロガーによる市民目
線でのまちなかチェックを行い改善や魅力アップを図るとともに、
ブログ等を通じて地域内外へ発信するなど口コミ的ＰＲを拡大し
ていく必要がある。

　まちなかモニターツアーの実施及びまちなかの交流施設を利用
した意見交換会の実施

内容
　モニターツアー及び意見交換会　春夏秋の3回実施
　モニターツアー及び意見交換会実施に係る経費　　69千円

財源 財源名 金額

69 △ 4
まちなかを巡るモニターツアー
事業

地域政策課 総務費 総務管理費 企画費 73

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

及び交付金

区分 金額
負担金補助 12,500

12,500

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　中海・宍道湖圏域の5市（米子市、境港市、松江市、出雲市、安
来市）で構成する「中海・宍道湖・大山圏域市長会」の事業実施に
要する経費に対する負担金を支出するもの。

（2）事業の必要性
　中海・宍道湖・大山圏域の一体的な発展を実現するとともに、地
域間連携を推進していくため必要である。

　中海・宍道湖・大山圏域市長会の共同事業と定住自立圏の連携
事業の実施に要する経費に対する負担金

内容
　中海・宍道湖・大山圏域市長会負担金
　　中海圏域定住自立圏形成協定に基づく連携事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,500千円

財源 財源名 金額

12,500 △ 1,500
中海・宍道湖・大山圏域市長会
負担金

企画課 総務費 総務管理費 企画費 14,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

2 1 9

13

(単位：千円）

2 1 9

11

12

13

根拠法令

役務費 450
委託料 1,111

区分 金額
需用費 30

1,591

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市の将来像「生活充実都市・米子」を実現するため、まちづくり
に関する市民意識調査を行ない、第2次総合計画の進行管理及
び市政運営の参考とする。

（2）事業の必要性
①第2次総合計画の数値目標のうち、「まちづくりに関する市民ア
ンケートの結果」を数値目標としているものについて、調査を実施
する必要があるため。
②市政の現状分析や新たなまちづくりの方向性を把握するため、
総合計画策定後の2年目（経過時）と4年目（終了時）に調査を実
施する必要があるため。

①調査結果の分析により、総合計画の進捗状況や市民満足度、
及び将来のまちづくりの方向性の把握が可能となる。
②調査結果を、事務事業評価や予算要求に反映させ、効果的か
つ効率的な事務事業の推進を図ることが可能となる。

内訳
　事務用品　　30千円
　アンケート郵送料　　450千円
　調査委託料　　1,111千円

財源 財源名 金額

1,591 1,591まちづくり市民意識調査事業 企画課 総務費 総務管理費 企画費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

区分 金額
県 子育て応援市町村交付金 200 委託料 500

300

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　人口減少、未婚率増・少子化問題の改善及び郷土愛に満ちた
若者が集うまちとして活気あるまちづくりを推進するため、婚活イ
ベントを開催する。

（2）事業の必要性
　米子市が将来にわたって賑わいのあるまちづくりを推進するた
めには、若者世代の活力が重要であり、理想の相手と巡り会う
きっかけの場を設定し、将来本市で結婚していただくことで定住
の促進を図ることが必要である。

　市内在住・在勤・米子ファンの独身男女を対象に、婚活イベント
を開催する。

内訳
　開催委託料
　　婚活サポート事業開催委託料　　500千円

財源 財源名 金額

500 △ 500 200婚活サポート事業 企画課 総務費 総務管理費 企画費 1,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

2 1 12

11

19

(単位：千円）

2 1 12

9
12

19

合併処理浄化槽設置整備事業費
補助金
合併処理浄化槽設置整備事業費
補助金

住宅用太陽光発電導入促進事業
補助金

根拠法令 省エネ法

及び交付金

役務費 1
負担金補助 57,635

区分 金額
県 28,800 旅費 50

28,886

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　家庭における地球温暖化防止対策として、省エネルギー化の促
進を図るために住宅用太陽光発電システムの設置費を一部を補
助する。
　
（2）事業の必要性
　太陽光発電は、枯渇しない自然エネルギーを活用するシステム
であり、CO2削減効果が高く地球温暖化防止に寄与できる。ま
た、市民ニーズも高く、補助による普及効果が見込めることから、
事業の実施が必要である。

　自ら居住する市内の住宅に太陽光発電システムを設置する者
に対し助成

内容
　1件当り補助金限度額　192千円
　太陽光発電システム１kw当たり48千円×上限4kw

財源 財源名 金額

57,686 9,600 28,800地球温暖化対策事業 環境政策課 総務費 総務管理費 環境対策費 48,086

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 浄化槽法

負担金補助 11,667
県 3,889 及び交付金

区分 金額
国 3,889 需用費 10

3,899

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　下水道等認可区域外及び農集等未整備区域において、既存の
汲み取り槽又は単独処理浄化槽を廃止して合併処理浄化槽を設
置する物に対し、補助金を交付する。

（2）事業の必要性
　補助金を交付することにより、下水道事業等整備区域外の合併
処理浄化槽の普及が促進され、このことにより、生活排水の浄化
を効率的に推進し、中小河川等及び公共用水域の汚濁防止が図
られる。

　浄化槽法に基づいた事業計画の実施

内容
　1～  5人槽（補助金351千円）　19基
　6～  7人槽（補助金441千円）　10基
　8～10人槽（補助金588千円）　　1基
合計30基の設置補助を行う

財源 財源名 金額

11,677 △ 62 3,889 3,889合併処理浄化槽設置事業 環境政策課 総務費 総務管理費 環境対策費 11,739

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

2 1 12

11

12

13

27

(単位：千円）

2 1 12

19家庭用燃料電池導入促進事業補
助金

根拠法令

及び交付金

区分 金額
県 1,200 負担金補助 2,400

1,200

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　エネルギーの多様化やCO2の削減を目的として、家庭用燃料
電池（エネファーム）の普及促進を図るために設置費の一部を補
助する。

（2）事業の必要性
　家庭用燃料電池は、高効率な分散型発電機として発電とともに
給湯も行うコージェネレーションシステムであり、家庭内から発生
するCO2排出量の削減に大きく貢献する省エネ機器である。しか
しながら、初期投資額が高額であることから設置が進んでいない
ため、導入を促進する支援策を講じる必要がある。

　自ら居住する市内の住宅に家庭用燃料電池を設置する者に対
し助成

内容
　補助金額　1件当り　上限240千円

財源 財源名 金額

2,400 0 1,200家庭用燃料電池導入推進事業 環境政策課 総務費 総務管理費 環境対策費 2,400

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

役務費 40
委託料 848

区分 金額
需用費 628

1,519

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　観光客や市民に対して中海圏域の観光促進及び電気自動車
の認知度を高めるため、公用電気自動車の効率的な利用（レンタ
カー事業）と急速充電器の設置を行う。
　
（2）事業の必要性
　公用電気自動車及び急速充電設備の運用による地球温暖化
防止に効果のあるCO2排出の削減と電気自動車の普及啓発の
ため必要である。

　公用電気自動車のレンタカー事業及び急速充電設備の維持管
理

内容
　電気自動車　 　3台　（うちレンタカー事業2台）
　急速充電設備　2基　（観光センター・米子市役所）

財源 財源名 金額

1,519 74
電気自動車・急速充電器整備
事業

環境政策課 総務費 総務管理費 環境対策費 1,445

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

公課費 3
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(単位：千円）

2 1 15

8
9

11

18

(単位：千円）

2 1 17

11

19

安全なまちづくりＬＥＤ防犯灯設置
促進事業補助金

根拠法令

負担金補助 13,431
及び交付金

区分 金額
県 600 需用費 50

12,881

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　地域住民自らが安心して生活できる環境づくりを推進していけ
るよう自治会、学校及び一般家庭等への広報活動の充実や防犯
灯の設置等による地域防犯組織の強化に努める。また、暴力追
放運動を推進し、地域と連携した防犯活動を展開する。

（2）事業の必要性
　地域における防犯思想の普及及び防犯活動を推進し、また地
域からの暴力追放を図ることにより暴力のない明るいまちづくりを
進める必要がある。

（1）事業計画
　自治会の防犯灯設置及び電灯料に対する助成、米子市防犯協
議会に対する助成、暴力追放運動の推進と暴力団排除の広報啓
発を行う。

　内訳
　　暴力団排除広報啓発物品　50千円
　　米子地区防犯協議会負担金　1,605千円
　　米子市防犯協議会補助金　405千円
　　米子市防犯灯設置費等補助金　2,445千円
　　米子市防犯灯電灯料補助金　8,976千円
　
（2）事業効果
　地域住民の安心・安全の確保や地域における防犯活動の推
進、また地域において暴力のない明るいまちづくりを進めることが
できる。

財源 財源名 金額

13,481 390 600防犯対策推進事業 防災安全課 総務費 総務管理費 諸費 13,091

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

旅費 290
需用費 463

区分 金額
県 人権教育研究推進事業費委託金 960 報償費 180

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　人権意識を培うための学校教育のあり方について、一人ひとり
を大切にした人権が尊重される学校づくりを推進するための実践
的な研究を行う。

（2）事業の必要性
　人権教育に関する指導方法等の改善及び充実を図るため、必
要である。

　人権意識を培うための学校教育のあり方に関する実践研究

内容
　実施校
　　小学校　3校
　　中学校　1校

財源 財源名 金額

960 380 960人権教育研究指定校事業 人権政策課 総務費 総務管理費 人権啓発費 580

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

備品購入費 27

11/68



(単位：千円）

2 1 17

1
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2 4 2
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3
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19

根拠法令 公職選挙法

負担金補助 11,264
及び交付金

県支出金 地方債 その他

市長市議会議員選挙
選挙管理委
員会事務局

総務費 選挙費
市長市議会
議員選挙費

1,709 53,320 51,611 53,320

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
　公職選挙法の規定に基づき、任期満了に伴う米子市長選挙及
び米子市議会議員補欠選挙を行う。

平成25年4月21日執行予定
①米子市長選挙
　任期満了に伴い、任期満了日前30日以内に選挙を行う。
　任期満了日　平成25年4月23日
②米子市議会議員補欠選挙（現在2名欠員）
　補欠選挙を行う事由　公職選挙法第113条第3項
　欠員が6分の1を超えるとき、又は欠員が定数の6分の1を超えな
い場合にあっても同一の地方公共団体の他の選挙（市長選挙）が
行われるときは補欠選挙を行わなければならない。

内訳
　報酬、手当、臨時職員賃金等　        24,198千円
　事務費　                                    　  7,800千円
　ポスター掲示場・器具運搬等委託料 　8,767千円
　会場使用料等　                            　1,291千円
　候補者公営負担金                    　　11,264千円

財源 財源名 金額 区分 金額
報酬 3,246
職員手当等 16,252

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
前年度

当初予算額
本年度

当初予算額
前年度比

本年度の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金

根拠法令 米子市まちづくり活動支援交付金交付要綱

賃金 4,700
需用費 3,047
役務費 4,753
委託料 8,767
使用料及び賃借料 1,291

需用費 3
負担金補助 1,300

区分 金額
報酬 112

1,415

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　住みよいまちづくりのため、市民が構成員となり設立したボラン
ティア団体、地域活動団体等が行う自主的なまちづくり活動に対
し、交付金を交付し、その活動支援を行う。

（2）事業の必要性
　既存のまちづくり活動の拡大・充実を図るとともに、新たなまち
づくり活動が期待できるなど、市民が主体となったまちづくりを推
進するために必要である。

　住みよいまちづくりのために市民が行う活動に対し、市が積極的
に支援することにより、市民が主体となったまちづくりを推進する。

内訳
　地域活動団体等への交付金
　　ちょっこし活動コース　＠80千円×5団体＝400千円
　　がいな活動コース　　＠300千円×3団体＝900千円
　その他事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　115千円

財源 財源名 金額

1,415 △ 460まちづくり活動支援事業
市民自治推
進課

総務費 総務管理費 諸費 1,875

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

及び交付金
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(単位：千円）

2 4 3
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12

13

(単位：千円）

2 4 4

1
3
7
9
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12

13

14

18

参議院議員選挙臨時啓発費委託
金

根拠法令 公職選挙法

職員手当等 19,546
賃金 7,753

区分 金額
県 参議院議員選挙費委託金 48,692 報酬 3,541

使用料及び賃借料 1,604
備品購入費 1,272

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
　平成25年7月28日に任期満了となる参議院議員について、公職
選挙法に基づき、参議院議員通常選挙の管理執行を行う。

（1）選挙期日
　任期満了日前30日以内
　ただし、通常選挙を行うべき期間が参議院開会中または参議院
閉会の日から23日以内にかかる場合は、参議院閉会の日から24
日以後30日以内に行われる。

（2）定数及び選挙区
　定数242人（内訳：選挙区選挙146人、比例代表選挙96人）
　選挙区選挙　　鳥取県選挙区　定数2人（今回改選数1人）

内訳
　報酬、手当、臨時職員賃金等　　　　　　 　30,840千円
　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　8,847千円
　ポスター掲示場・器具運搬等委託料　　　　6,129千円
　会場使用料等　　　　　　　　　　　　　　　　  　1,604千円
　投票用紙自動交付機・記載台等購入費　　1,272千円

財源 財源名 金額

48,692 48,692 48,692参議院議員通常選挙
選挙管理委
員会事務局

総務費 選挙費
参議院議員
選挙費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 公職選挙法

役務費 5,072
委託料 6,129

旅費 24
需用費 3,751

役務費 2
委託料 184

区分 金額
県 199 需用費 13

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
　平成25年7月28日任期満了の参議院議員通常選挙において、
選挙が明るく行われ、有権者が進んで参加されるよう政治意識の
向上を図るとともに、投票の方法等を周知する。

　街頭での棄権防止及び投票推進の呼びかけ（チラシ等の啓発
物資の配布）、選挙期日・投票時間等の周知看板の設置など

内訳
　啓発用消耗品等事務費　   　　   15千円
　啓発看板設置委託料（2か所）　184千円

財源 財源名 金額

199 199 199参議院議員選挙啓発推進事業
選挙管理委
員会事務局

総務費 選挙費
参議院議員選
挙臨時啓発費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）
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根拠法令 土地改良法施行令

需用費 47
役務費 3

区分 金額
諸収入 選挙費委託金 101 報酬 51

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
任期満了に伴う箕蚊屋土地改良区総代選挙について適切な管
理執行を行う。

　箕蚊屋土地改良区総代の任期満了に伴い、任期満了日前30日
以内に選挙を行う。

任期満了日　平成26年3月24日
　第1選挙区（伯耆町）　定数4人
　第2選挙区～第4選挙区（米子市）　定数30人
　第5選挙区（日吉津村）　定数7人

内訳
　選挙会経費  51千円
　その他事務費  50千円

財源 財源名 金額

101 101 101箕蚊屋土地改良区総代選挙費
選挙管理委員
会事務局 総務費 選挙費

箕蚊屋土地改良
区総代選挙費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 土地改良法施行令

西部土地改良
区総代選挙費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

需用費 47
役務費 3

区分 金額
諸収入 選挙費委託金 101 報酬 51

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
　任期満了に伴う西部土地改良区総代選挙について適切な管理
執行を行う。

　西部土地改良区総代の任期満了に伴い、任期満了日前30日以
内に選挙を行う。

任期満了日　平成25年4月25日
　第1選挙区（米子市）　定数19人
　第2選挙区（伯耆町）　定数11人
　第3選挙区（南部町）　定数2人

内訳
　選挙会経費  　 51千円
　その他事務費  50千円

財源 財源名 金額

101 101 101西部土地改良区総代選挙費
選挙管理委
員会事務局

総務費 選挙費
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(単位：千円）

3 1 1

9
11
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(単位：千円）

3 1 3

13

根拠法令 障害者総合支援法

県 地域生活支援事業費等補助金 489

区分 金額
国 地域生活支援事業費補助金 979 委託料 1,959

491

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　障がい者及び障がい児が自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう支援を行う。

（2）事業の必要性
　平成25年4月1日施行の障害者総合支援法で必須事業化され
た。

①視聴覚障がい者・盲ろう者・発達障がい等の方に対する意思疎
通支援のために手話奉仕員及び点訳・朗読奉仕員を養成する事
業を委託する。
②障がいに対する普及啓発・関係者の自発的活動支援のために
地域支援セミナーの開催、相談支援技能向上研修等の事業を委
託する。

内訳
　（意思疎通支援委託料）
　　　手話奉仕員養成事業　　1,143千円
　　　点訳・朗読奉仕員養成事業　　173千円
　（普及啓発委託料）
　　　自立支援協議会運営強化事業　　297千円
　　　点字資料作成　　37千円
　（相談支援技能向上研修等委託料）
　　　309千円

財源 財源名 金額

1,959 1,959 979 489地域生活支援事業
障がい者支
援課

民生費 社会福祉費
障がい者福
祉費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 社会福祉法

及び交付金

需用費 86
負担金補助 12

区分 金額
旅費 106

204

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　社会福祉法人指導監査事務が、県から市へ事務移譲されるこ
とに伴い、米子市に所在のある社会福祉法人に対する指導監
査、認可業務等を行う。

（2）事業の必要性
社会福祉法の改正（平成25年4月1日施行）に伴う法定業務のた
め必要である。

　権限委譲に伴い平成25年度から指導監査業務を開始し、法定
業務の継続性を確保することができる。
　
内容
　指導監査対象法人　17法人

財源 財源名 金額

204 204社会福祉法人指導監査事業 長寿社会課 民生費 社会福祉費
社会福祉総
務費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

3 1 3

19

(単位：千円）

3 1 3

11

14

根拠法令
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援
等に関する法律

使用料及び賃借料 58

区分 金額
国 地域生活支援事業費補助金 103 需用費 149

104

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　障がい者虐待防止センターを開設し、①虐待に関する通報等の
処理　②障がい者及び養護者に対する障がい者虐待に関する相
談、指導及び助言　③障がい者虐待の防止及び養護者に対する
支援に関する広報その他の啓発活動を行う。

（2）事業の必要性
　障がい者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の
適切な支援を行うための協力体制の整備や支援体制の強化の
ため必要である。

　障がい者虐待防止を啓発するチラシ作成及び障がい者の保護
に伴う施設使用料等を負担する。

内訳
　チラシ作成印刷製本費一式　　149千円
　施設使用料・短期入所サービス費　　3７千円
　食費　　21千円

財源 財源名 金額

207 207 103
障がい者虐待防止対策支援事
業

障がい者支
援課

民生費 社会福祉費
障がい者福
祉費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 障害者自立支援法第７７条　地域生活支援事業

及び交付金

区分 金額
諸収入 聴覚障害者生活支援事業負担金 453 負担金補助 1,342

889

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　聴覚障がい等があるため正しい情報を得ることができず、また、
自ら情報処理ができないため地域生活に支障がある方が定期的
に集うことができる場所を設ける。健康情報、時事問題、社会参
加等についての研修会の開催及び社会的孤立の解消、心身機
能の向上や自立生活の支援等を行う。このような支援内容を実
施する事業者に対して、事業費の一部を補助する。

（2）事業の必要性
　聴覚障がい者等がコミュニケーション能力の不足を補い正しい
情報を得て自ら情報処理ができるようにするための場所、また、
孤立しがちな聴覚障がい者等が社会との接点を持つことができる
ようにするための場所の提供が必要である。

　コミュニケーション支援センターふくろうが行う西部圏域聴覚障が
い者等を対象とした日中活動事業（教養講座、健康増進のための
機能訓練、時事情報提供、緊急時対策講座等）に対する補助を行
う。

内訳
　聴覚障がい者生活支援事業運営費補助金　1,342千円。

財源 財源名 金額

1,342 △ 658 453聴覚障がい者生活支援事業
障がい者支
援課

民生費 社会福祉費
障がい者福
祉費

2,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

3 1 3

13
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(単位：千円）

3 1 5
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自立支援医療費（育成医療）負担
金

ＤＶ被害者等保護・支援事業補助
金

根拠法令 DV防止法

需用費 32
県 一時保護委託金 246 役務費 13

区分 金額
県 714 旅費 17

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　DV防止法施行により、被害者の一時保護を県から地方公共団
体等に委託して行うことが可能となったため、鳥取県からの委託
により母子生活支援施設コスモスで事業実施する。また、DV被害
者がシェルターを退所し自立するために住宅を借り上げた場合の
経費等を助成する。

（2）事業の必要性
　DV被害者の保護及び自立に向けた支援を強化するため、必要
である。

　DV被害者の一時保護費用、保護命令手続費用及び住宅家賃
等の助成

主な内訳
①一時保護扶助費　　　　208千円
　　食事・被服等費用　　　　　　　　 　184千円
　　保護命令手続費用　3件　　　　　　24千円
②自立支援扶助費　　　　690千円
　　敷金・礼金等　3件　　　　　　　　　276千円
　　家賃　3件　　　　　　　　　　　　　　414千円

財源 財源名 金額

960 0 960婦人緊急一時保護事業 こども未来課 民生費 社会福祉費
婦人保護事
業費

960

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 障害者自立支援法、障害者総合支援法（平成25年4月1日施行）

扶助費 898

県 2,055 扶助費 8,220

区分 金額
国 障害者医療費負担金 4,110 委託料 473

2,528

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　厚生労働大臣及び都道府県知事が指定する医療機関におい
て、身体の障がいの除去又はその軽減を図ることを目的とした医
療に対し、その費用の全額あるいは一部を給付する。

（2）事業の必要性
　18歳未満の身体障がい児又は現存する疾患を放置すると障害
の残るおそれがある児童に対し、心臓機能障害の根治手術等の
医療給付を行い、身体障がいそのものを除去あるいはその程度
を軽減させ、日常生活能力の回復を図る。

　心臓機能障害の根治手術、肢体不自由に対する装具治療、そ
しゃく機能障害に対する外科的治療等を受ける児童に対し育成医
療を適用することにより、通常であれば手術等のために高額の医
療費がかかるものが低額な医療費で日常生活能力の回復を図る
ことができる。なお、育成医療の適用にあたっては、医師の審査を
行う。

内訳
　育成医療審査委託料（医師審査）　90件　　473千円
　育成医療扶助費（診療報酬）　90人　　7,920千円
　　　　　　　　　　　　（治療装具費）　5人　　300千円

財源 財源名 金額

8,693 8,693 4,110 2,055育成医療給付事業
障がい者支
援課

民生費 社会福祉費
障がい者福
祉費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

3 1 9

12

20

(単位：千円）

3 1 9

12

20

根拠法令 鳥取県特別医療費助成条例、米子市特別医療費の助成に関する条例

県 医療事務費補助金 13,890 扶助費 474,382
諸収入 特別医療費返還金 8,000

区分 金額
県 医療費補助金 233,191 役務費 27,781

247,082

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　特定疾病、ひとり親家庭、小児の者に医療費を助成する。

　特定疾病　　　　慢性腎疾患、ぜんそく、慢性心疾患等の疾病
　　　　　　　　　　　がある20歳未満の方
　ひとり親家庭　　配偶者のいない方で、18歳に達した年度末ま
　　　　　　　　　　　での児童を扶養しており、かつ所得税（同居の
　　　　　　　　　　　親族を含む)を課されていない方とその子ども
　小児　　　　　　　満15歳に達した年度末までの方

（2）事業の必要性
　対象者の健康保持及び生活の安定を図ることによる福祉の向
上のため必要である。

　保険診療自己負担額から、下記自己負担額を差し引いた金額を
給付
　
医療機関窓口での自己負担
　1医療機関毎、通院1日当たり530円
　(同月内5回目以降、自己負担なし)
  入院　1日当たり1,200円
   院外薬局での薬代　なし

内訳　　　　　　　    医療費　　　　　　審査支払手数料
　①特定疾病　　　     3,513千円　　　　  197千円
　②ひとり親家庭　　 49,614千円　　　　1,905千円
　③小児　　　　　　　421,255千円　　　 25,679千円

財源 財源名 金額

502,163 51,959 247,081 8,000
医療助成（特定疾病、ひとり親、
小児）

保険年金課 民生費 社会福祉費 医療助成費 450,204

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 鳥取県特別医療費助成条例、米子市特別医療費の助成に関する条例

県 医療事務費補助金 3,068 扶助費 383,263
諸収入 特別医療費返還金 72,000

区分 金額
県 医療費補助金 151,987 役務費 6,136

162,344

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者の医療費を助成
する。
 ・県補助対象事業　　県1/2・市1/2  (所得制限あり)
　　身体障がい者　　身体障害者手帳1･2級を所持する方
　　知的障がい者　　身体障害者手帳3･4級を所持しIQ50以下の
　　　　　　　　　　　　　方及び療育手帳A判定の方
　　精神障がい者　　精神保健福祉手帳１級を所持する方
 ・市単独事業
　　身体障害者手帳3級もしくは療育手帳B判定の方で、本人及び
　　扶養義務者等が住民税を課されていない方

（2）事業の必要性
　対象者の健康保持及び生活の安定を図ることによる福祉の向
上のため必要である。

　保険診療自己負担額から、下記自己負担額を差し引いた金額
を給付
　補助対象分の医療機関窓口での自己負担
　[住民税本人課税]　保険診療の1割(1医療機関1月入院10,000
円・外来2,000円上限)
　[住民税課税世帯で本人非課税]　保険診療の1割(1医療機関1
月入院5,000円・外来1,000円上限)
　[住民税非課税世帯]　なし
　④の自己負担1医療機関毎、入院1日当たり1,200円、外来1日当
たり530円(同月内5回目以降、自己負担なし)
   院外薬局での薬代なし

内訳　　　 　 　   医療費　　　　審査支払手数料
　①身障　　　　332,407千円　　　　5,477千円
　②重度心身　  13,433千円　　　　　458千円
　③精神　　　　  30,134千円　　　　　201千円
　④単市　　　　　  7,289千円　　　　　　　　0円

財源 財源名 金額

389,399 9,371 155,055 72,000
医療助成（身体、知的、精神障
がい）

保険年金課 民生費 社会福祉費 医療助成費 380,028

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）
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(単位：千円）

3 2 1

19

放課後子どもプラン推進事業費補
助金

放課後子どもプラン推進事業費補
助金

根拠法令 児童福祉法（昭和22年法律第１６４号）第６条の２第２項

及び交付金

区分 金額
県 24,534 負担金補助 37,057

12,523

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市内全23小学校になかよし学級を開設し、放課後等において学
童保育を希望する児童を受け入れているが、近年、入級希望者
の増加により、入級を希望しても入級できない待機児童が増加し
ていることから、市内の幼稚園や保育園等に学童保育の実施を
依頼することにより、待機児童の解消に努める。

（2）事業の必要性
　なかよし学級の待機児童を解消するため、民間での学童保育
の実施を促進する支援策が必要である。

　市内の幼稚園や保育園等に学童保育の実施を依頼する。

内容
　　予定事業所数　　　8か所
　　受入れ予定数　 　 247名

財源 財源名 金額

37,057 0 24,534
なかよし学級待機児童対策事
業

こども未来課 民生費 児童福祉費
児童福祉総
務費

37,057

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 児童福祉法第６条の３第２項

備品購入費 459

諸収入 傷害保険料 852 需用費 3,624
役務費 1,593

県 53,482 賃金 32,655
報償費 6,451

区分 金額
分担金 学童保育運営費負担金 29,153 報酬 48,570

16,196

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　昼間、保護者が不在である家庭の児童を対象に学校の空き教
室等を利用して学童保育を実施する。

（2）事業の必要性
　児童の健全な発達を図るため、学童保育の実施が必要である。

　小学校1年生から3年生の児童を対象に、学童保育を実施する。
平成24年度から全23学級で午後6時までの延長利用ができる体
制を整えた。

内容
　　実施学級数　　23学級
　　受入れ定員　　948名

財源 財源名 金額

99,683 1,690 53,482 30,005
放課後児童対策事業（なかよし
学級）

こども未来課 民生費 児童福祉費
児童福祉総
務費

97,993

委託料 6,331

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

19/68



(単位：千円）
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(単位：千円）
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根拠法令 米子市一時預かり事業実施要綱

諸収入 延長保育利用者負担金 501 共済費 3,151
諸収入 一時保育利用者負担金 1,769 賃金 7,347

区分 金額
国 子育て支援交付金 1,580 報酬 9,908

19,844

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　公立保育園において延長保育及び一時預かりを実施する。

（2）事業の必要性
　必要なときに利用できる多様な保育サービスを実施することに
より、仕事等の社会活動と子育て等の家庭生活との両立を容易
にするとともに、子育ての負担感を緩和し、安心して子育てができ
るような環境整備を推進することにより、児童福祉の向上を図る
必要がある。

（1）事業計画
　①延長保育の実施　3園（西、小鳩、ねむの木保育園）
　　　非常勤保育士2名ずつ配置
　②一時預かりの実施　2園（東、南保育園）
　　　臨時保育士2名ずつ配置

（2）事業効果
　延長保育、一時預かりを実施することにより、保護者の仕事と子
育ての両立を支援するとともに、子育ての不安感を軽減し、安心し
て子育てができる環境整備を図る。

財源 財源名 金額

23,694 △ 4,765 1,580 2,270公立・特別保育事業 こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 28,459

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

役務費 1
委託料 69

報償費 1,594
需用費 1,624

及び交付金

区分 金額
県 被災幼児就園支援事業費補助金 296 負担金補助 1,064

768

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　平成24年度に引き続き、東日本大震災により一時避難又は居
住することとなった被災者が、市が民間事業者に委託提供してい
る子育て支援サービス等を利用した場合に、サービス提供者が
免除した利用料相当額を当該事業者に「減免事業費補助金」とし
て交付する。

（2）事業の必要性
　被災者の経済的支援を行うことで生活の安定を図るため必要で
ある。

　幼稚園及び私立保育所等に「減免事業費補助金」を交付する。

内容
　補助対象事業費
　　延長保育利用料
　　一時預かり利用料
　　休日保育利用料
　　病児・病後児保育利用料
　　届出保育所利用料
　　私立幼稚園保育料等
　　なかよし学級利用料
　　ファミリー・サポート・センター利用料

財源 財源名 金額

1,064 △ 1,304 296
東日本大震災被災者子育て支
援事業

こども未来課 民生費 児童福祉費
児童福祉総
務費

2,368

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）
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(単位：千円）
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低年齢児受入保育所保育士特別
配置事業費補助金
3歳児受入保育所保育士特別配
置事業費補助金

保育対策等促進事業費補助金

保育サービス多様化促進事業費
補助金
低年齢児受入保育所保育士特別
配置事業費補助金

3歳児受入保育所保育士特別配
置事業費補助金

根拠法令 児童福祉法

21 給料 365,465
使用料 職員駐車場使用料 116 職員手当等 153,415

区分 金額
分担金 保育所運営費負担金 300,963 報酬 47,986

諸収入 助成金 80 備品購入費 7,620
諸収入 複写機使用料（こども未来課） 144 278

諸収入 給食実費徴収金 13,801 工事請負費 780
諸収入 保育実習指導料 348

負担金補助及び交付金

290

県 保育ｻｰﾋﾞｽ多様化促進事業費補助金 7,375 委託料 147,633
諸収入 私用電話料（こども未来課） 8 使用料及び賃借料 1,887

県 1,782 需用費 155,572
役務費 5,348

896,005

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　公立保育園16園の管理、運営を行う。

（2）事業の必要性
　公立保育園入所児童の心身の健やかな育成を確保ために必
要である。

　公立保育園16園の管理、運営経費（人件費、事務費、事業費）
　　(平成25年度から、さくら保育園を民営化したため17園から16
園となった。)

財源 財源名 金額

1,262,471 △ 67,624 50,985 315,481保育所措置事業（公立） こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 1,330,095

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令
米子市民間認可保育所事業費補助金交付要綱、米子市病
児・病後児保育実施要綱

県 9,065 報償費 7,053
旅費 485

県 保育料軽減事業費補助金 31,323 共済費 159,149
県 産休等代替職員費補助金 1,440 賃金 209,510

使用料 行政財産使用料

県 17,996

県 10,027 負担金補助 225,689
及び交付金

区分 金額
国 子育て支援交付金 4,570 委託料 24,225

102,847

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業概要
　延長保育促進事業、一時預かり事業、休日・夜間保育事業、障
がい児・重度障がい児保育事業、乳児保育事業、低年齢児・３歳
児受入保育所保育士特別配置事業を実施する民間認可保育所
に対して補助金を交付する。
　病児・病後児保育を2箇所に運営委託する。

（2）事業の必要性
　民間認可保育所の特別保育実施の基盤を充実することにより、
仕事と育児の両立に資する。
　病気にかかった児童を病院等又は保育所に付設された施設に
おいて一時的に保育することにより、子育てと就労の両立支援に
つながる。

（1）事業計画
　　①民間認可保育所事業費補助金の交付　26施設
　　②病児･病後児保育事業を運営委託　2施設

(2)事業効果
　子育てと仕事の両立に資するために保護者からの要望の強いこ
れらの保育について安定した事業実施をするために、民間認可保
育所が実施する特別保育事業に対して、引き続き補助する。
　病児・病後児保育事業を2箇所で実施することにより、利用者の
利便を図るとともに、利用者数の増加など事業実施の充実を図
る。

財源 財源名 金額

249,914 20,076 4,570 142,497私立・特別保育事業 こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 229,838

県 3,360

県 保育対策等促進事業費補助金 16,149
県 94,965

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

21/68



(単位：千円）

3 2 3

13

19

(単位：千円）

3 2 3

1
11
19

根拠法令

需用費 17
負担金補助

区分 金額
報酬 224

13,480

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　公立保育所の一部民営化を推進し、保育環境の充実を図る。

（2）事業の必要性
　保育所運営事業の効率化を図り、保育の質を確保しながら多
様な保育ニーズに対応していくため、事業の実施が必要である。

　平成26年4月の保育園の民間移管に向けて、移管先法人である
社会福祉法人ひばり保育会から園長予定者及び保育士等の派遣
を受け共同で保育にあたることにより、夜見保育園の保育内容や
行事を移管先法人に引き継ぐための「引継ぎ・共同保育」を実施
することにより、子ども達にストレスを与えることなく円滑に移管を
進める。

内訳
　公立保育所民営化等検討会開催事務費等　  241千円
　「引継ぎ・共同保育」補助金　　　　　　　　　　13,239千円

財源 財源名 金額

13,480 △ 4,618保育所民営化事業 こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 18,098

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令
児童福祉法、児童福祉施設最低基準、米子市民間認可保
育所運営費補助金交付要綱

及び交付金 13,239

県 保育料軽減事業費補助金 48,178
財産 土地貸付料（こども未来課） 1

国 児童措置費負担金 770,749 負担金補助 30,153
県 児童措置費負担金 385,374 及び交付金

区分 金額
分担金 保育所運営費負担金 635,336 委託料 2,383,455

573,970

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　私立保育園25園の運営費を助成を行う。

（2）事業の必要性
　私立保育園入所児童の心身の健やかな育成を確保ために必
要である。

私立保育園24園、認定こども園1園の運営費を助成。 財源 財源名 金額

2,413,608 118,042 770,749 433,552 635,337保育所措置事業（私立） こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 2,295,566

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

3 2 3

19

(単位：千円）

3 2 3

20

安心子育て支援サービス体制緊
急整備事業費補助金

根拠法令 児童手当法

県 児童手当負担金 387,267

区分 金額
国 児童手当負担金 1,795,465 扶助費 2,570,000

387,268

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　次代の社会を担う子どもの育ちを社会全体で支援する観点か
ら、中学校修了前までの子どもを養育する父母等に対して、児童
手当を支給する。

（2）事業の必要性
　次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するため、必要
である。

　児童手当の支給

内容
　　支給対象子ども数　　19,400人
　　支給額
　　　3歳未満の子ども　1人につき月額　15千円
　　　3歳以上小学校修了前
　　　　　第1・2子　　　　 1人につき月額　10千円
　　　　　第3子　　　   　 1人につき月額　15千円
　　　中学生                1人につき月額  10千円
　　　所得制限世帯の子ども
　　　　　　　　　　　　　  　1人につき月額    5千円

財源 財源名 金額

2,570,000 △ 42,440 1,795,465 387,267児童手当事業 こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 2,612,440

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 米子市民間児童福祉施設施設整備費補助金交付要綱

地方 児童福祉施設整備事業 52,800

区分 金額
県 111,335 負担金補助 167,003

2,868

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1） 事業の概要
　国県補助の対象となる民間認可保育所の施設整備事業に対し
て、米子市民間児童福祉施設施設整備費補助金を交付する。

（2）事業の必要性
　民間認可保育所は、本来は市が実施義務を負っている保育の
実施を受託しているものであり、市としても民間事業者が設置す
る児童福祉施設の改修等に補助することにより、児童福祉施設
の整備を促進し、保育環境の充実を図り、もって入所児童の福祉
の向上と健全育成に寄与する必要がある。

（1）事業計画
　本年度は、社会福祉法人米子福祉会が設置する福米保育園の
改築に対して補助金を交付する。
　
内容
　　  福米保育園改築事業　　　222,671千円
        建築主体工事、機械･電気設備工事、外構設備工
　　　　事、特殊付帯工事（ソーラー設備）、解体撤去
　　　　仮設設備工事　他
　　　（費用負担）　　県　1/2、市　1/4、事業者　1/4

（2）事業効果
　保育環境の充実、入所児童の福祉の向上と健全育成及び乳児
の受入れ環境の整備

財源 財源名 金額

167,003 157,025 111,335 52,800
民間認可保育所施設整備費補
助事業

こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 9,978

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

3 2 3

20

(単位：千円）

3 2 3

19安心子育て支援サービス体制緊
急整備事業費補助金
幼稚園型認定こども園保育料軽
減事業費補助金

根拠法令

及び交付金

県 1,228

区分 金額
県 22,779 負担金補助 32,830

8,823

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　認定こども園（幼稚園型）を運営する施設に対し、その保育所機
能部分に要する経費及び利用者の保育料を軽減した額の一部に
ついて補助を行う。

（2）事業の必要性
　認定こども園の運営に要する費用の一部を補助することにより
子どもを安心して育てることができるような体制整備を行うことが
できる。また、保育料軽減分に対し補助することにより、子育て家
庭の経済的負担の軽減を図り、子どもを生み育てやすい環境を
整備することができる。

（1）事業計画
　本年度1施設に対し、運営費及び保育料軽減分の一部を交付す
る。

（2）事業効果
　補助金を交付することにより、認定こども園の運営の安定、体制
の整備及び保護者の経済的負担の軽減を図る。

財源 財源名 金額

32,830 32,830 24,007認定こども園事業費補助事業 こども未来課 民生費 児童福祉費 児童措置費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 児童福祉法

県 障害児通所給付費等負担金 25,572

区分 金額
国 障害児通所給付費等負担金 51,144 扶助費 102,288

25,572

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　障がい児にとって身近な地域で支援を受けられるよう、児童発
達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス等の障害
児通所支援を行う。併せて、指定障害児通所支援事業者等から
医療型児童発達支援のうち治療に係るものを受けたときは、肢体
不自由児通所医療費を支給する。また、通所給付決定を行うに
当たって必要な場合は、通所給付申請した障がい児の保護者に
対し、障害児支援利用計画案の提出を求め、通所給付決定を行
う。

（2）事業の必要性
　通所利用の障がい児が最も近い療育の場でサービスを受けら
れるよう支援体制の構築が必要である。

内訳
（障害児通所給付費）
　　児童発達支援　　　　　　　　　　　65,511千円
　　医療型児童発達支援　　　　　　　 1,739千円
　　放課後等デイサービス　　　　　　18,074千円
（特例障害児通所給付費）
　　特例放課後等デイサービス　　　10,346千円
　　特例高額障害児通所給付費　　　　613千円
（障害児相談支援給付費）
　　障害児相談支援給付費　　　　　　5,760千円
（肢体不自由児通所医療費）
　　児童福祉通所医療費（国保）　　　　　52千円
　　児童福祉通所医療費（社保）　　　　193千円

財源 財源名 金額

102,288 102,288 51,144 25,572障がい児通所等給付事業
障がい者支
援課

民生費 児童福祉費 児童措置費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

4 1 1

19

(単位：千円）

4 1 1

8
11

根拠法令

需用費 2,288

区分 金額
県 子育て応援市町村交付金 767 報償費 13

1,534

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　6か月児健康診査のときに、図書館司書・保育園長・ボランティ
アによる絵本の読み聞かせを実施するとともに絵本及びコットン
バッグを配布する。

（2）事業の必要性
　少子・核家族化が進む中で子育てに不安を持つ親が増え、良
い親子関係を育みにくくなっているが、絵本を配布し読み聞かせ
をすることにより、全ての親子に絵本を介して楽しい時間を作って
もらい、より良い親子関係や子どもの豊かな心を育む機会やきっ
かけづくりを行う必要がある。

　6か月児健康診査時の絵本の読み聞かせ並びに絵本及びコット
ンバッグの配布

内容
　絵本及び絵本入れ用コットンバッグ配布
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一人当たり2冊

財源 財源名 金額

2,301 0 767ブックスタート事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

2,301

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律第６条

及び交付金

区分 金額
県 公衆浴場確保対策事業費補助金 1,000 負担金補助 2,256

1,256

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　基準を満たす公衆浴場を運営する者に対し、その運営費に係る
経費の一部について補助金を交付する。

（2）事業の必要性
　地域住民の保健衛生を確保するために、公衆浴場の経営安定
を図る必要がある。

　公衆浴場の運営費に係る経費の一部について助成
　
内訳
　運営費及び利用促進事業分
　　　4事業者　　2,256千円

財源 財源名 金額

2,256 △ 1,000 1,000公衆浴場確保対策事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

3,256

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

4 1 1

4
7
8

11

12
13

(単位：千円）

4 1 1

4
8

11

根拠法令 母子保健法第9、10、14条

諸収入 臨地実習謝金 50 報償費 1,394
需用費 55

区分 金額
県 子育て応援市町村交付金 484 共済費 3

918

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　妊婦、乳幼児及びその養育者を対象とする各種相談及び子育
て支援教室等を実施する。

（2）事業の必要性
　近年の核家族化、地域の連帯意識の希薄化、育児情報の氾
濫、女性の就労率の上昇等、育児環境が変化している状況にお
いて、次世代を担う子どもたちが心身ともに健やかに育つことが
できるよう、妊婦、乳幼児及びその養育者を対象に母子保健事業
を実施する必要がある。

　妊娠、出産又は育児に関する相談に応じ、必要な指導及び助言
を行うことにより、正しい知識の普及と母子の健康の保持が図れ
る。
　
内容
　マタニティ＆ベビー相談（月～金曜日の午後）　250回
　すくすく相談（5が月以上の児を対象に毎月1回）
　マタニティスクール（毎月1回）
　離乳食講習会（離乳前期及び後期を対象に毎月各1回）

財源 財源名 金額

1,452 508 484 50母子保健事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

944

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 母子保健法第12条、13条、発達障害者支援法第5条

需用費 540
役務費 1,169

賃金 210
報償費 13,870

区分 金額
共済費 13

32,498

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
   乳幼児に対する総合的な健康診査を実施する。

（2）事業の必要性
   乳幼児を対象に総合的な健康診査を実施することで、乳幼児
の身体及び精神発達の状態を把握することができ、障がい等を
早期発見することができる。
   また、健診結果をふまえて、育児に関する相談及び指導等の
養育支援を行うことで、保護者の育児負担の軽減を図ることがで
きるので、乳幼児に対する総合的な健康診査を実施する必要で
ある。

乳幼児に対する総合的な健康診査の実施

内容
   個別健診
　　  　　 生後3～4か月及び9～10月の乳児に乳児一般健康
　　　　診査を委託医療機関で実施する。
   集団健診
　          6か月、1歳6か月、3歳の児に健康診査を保健セン
　　　　ターで集団方式により実施する。

　　受診者数見込み
　　　　　3～4か月健診          1,400人
　　　　　9～10月児健診　　　　1,300人
　　　　　6か月児健診            1,400人
　　　　　1歳6か月児健診  　   1,400人
           3歳児健診               1,400人

財源 財源名 金額

32,498 △ 1,818乳幼児健康診査事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

34,316

委託料 16,696

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

26/68



(単位：千円）

4 1 1
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(単位：千円）

4 1 1

8
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根拠法令 母子保健法第18条～第21条

県 母子保健衛生費負担金 1,323 需用費 13
諸収入 養育医療負担金 842 役務費 6

区分 金額
国 母子保健衛生費負担金 2,646 報償費 16

1,359

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　未熟児養育世帯に対し訪問指導を実施するほか、入院療育が
必要な未熟児には医療費の自己負担分を支給する。
　地域主権改革一括法（第2次）による権限委譲により、平成25年
4月から市町村が実施主体となる。

（2）事業の必要性
　未熟児は疾病にかかりやすく、死亡率が高いだけでなく、心身
の障がいを残すことも多いため、速やかに適切な処置を講じる必
要がある。
　入院療育が必要な場合の費用の給付は、公費で行うことが母
子保健法で規定されている。

対象
　　未熟児養育世帯

内容
　　未熟児養育に関する研修会の実施　    　1回
　　未熟児世帯訪問指導　　　見込件数　　　50件
　　養育医療給付                見込件数      50件
　　　　　　　　　生活保護世帯　　　　1件
　　　　　　　　　その他の世帯　　　 49件

財源 財源名 金額

6,170 6,170 2,646 1,323 842未熟児養育事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

扶助費 6,135

及び交付金

役務費 40
負担金補助 11,000

区分 金額
需用費 6

11,046

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　次世代支援事業の一環として、特定不妊治療を選択、希望する
夫婦の経済的負担を軽減し、安心して子どもを生み育てることが
できる環境づくりを行うため、不妊治療費に要する費用の一部を
助成する。

（2）事業の必要性
　不妊治療の技術の向上と特定不妊治療に対する社会的認知が
進み、不妊治療を受ける夫婦が年々増加しているが、医療保険
が適用されないことから、一回の治療にかかる費用が高額で経
済的負担が大きいため、事業の実施が必要である。

　特定不妊治療（体外受精、顕微授精及び人工授精）に要する費
用の一部を助成する。

内容
　対象者
　　鳥取県が実施する不妊治療費助成金の交付決定を受け
　　た方（夫婦の所得の合計が730万円以下）で、米子市に
　　住所を有する方
　助成内容
　　特定不妊治療(体外受精及び顕微授精)
　　　　治療1回につき5万円、1年度あたり2回（初年度は3回）
　　　　を限度とし、通算5か年度で10回まで
　　人工授精
　　　　人工授精に要した費用の2割とし、通算2か年度まで
　助成見込数
　　　特定不妊治療　　 200件
　　　人工授精　　　 　　 50件

財源 財源名 金額

11,046 △ 6,750不妊治療費助成事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
保健衛生総
務費

17,796

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令 健康増進法

賃金 50
需用費 987

区分 金額
国 15,382 共済費 1女性特有のがん検診推進事業補

助金

15,383

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　検診受診率と健康意識の向上、未受診者の掘り起こしにつなげ
るとともに、早期発見・早期治療することによる医療費の削減、子
育て支援及び少子化対策につなげるため、ふしめ年齢の方に自
己負担金無料で検診を実施する。

（2）事業の必要性
　母親が健康で安心して出産・子育てができる環境を整えるため
に、子宮頸がん・乳がんの罹患率の高い年齢層に対して、より一
層検診受診率を高める必要がある。

　子宮頸がん検診及び乳がん検診において、対象者に無料クー
ポン券及びがん検診手帳を送付し、受診勧奨を行う。

内容
　対象者
　　子宮頸がん検診…20歳、25歳、30歳、35歳、40歳の女性
　　乳がん検診・・・40歳、45歳、50歳、55歳、60歳の女性
　受診者数見込み
　　子宮頸がん検診　　  900人
　　乳がん検診　　　　　1,250人

財源 財源名 金額

30,765 12,869 15,382女性特有のがん検診推進事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
健康増進事
業費

17,896

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 健康増進法

役務費 2,100
委託料 27,627

需用費 997
役務費 2,702

諸収入 健康診査費負担金 52,514 賃金 778
諸収入 臨地実習謝金 40 旅費 4

区分 金額
県 休日がん検診実施支援負担金 220 共済費 3

185,614

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　がんの早期発見・早期治療により市民の健康を守るとともに、
受診率の向上により医療費の削減及び死亡率の減少につなげる
ため、各種がん検診を実施する。

（2）事業の必要性
　がん死亡率の減少及びがんの医療費の削減を図るためには、
早期発見・早期治療がなによりも重要であり、そのためにはがん
検診の受診率を向上させる必要がある。

　40歳以上の市民を対象とする各種がん検診の実施
　（子宮がん検診のみ、20歳以上が対象）
　
内容
　個別検診　鳥取県西部医師会に委託
　集団検診　鳥取県保健事業団に委託
　受診者数見込み
                                個別検診　　　集団検診
　　　　胃がん　　　　　　11,350人　　　　　700人
　　　　大腸がん　　　　 11,350人              -
　　　　子宮がん           6,000人　　　　　　　-
　　　　乳がん　　　　　　　  300人　　 　   　50人
　　　　肺がん　　　　　　　4,250人　　　　1,600人

　
　

財源 財源名 金額

238,388 △ 28,264 220 52,554がん検診事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費
健康増進事
業費

266,652

委託料 233,904

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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働く世代への大腸がん検診推進
事業補助金

女性特有のがん検診推進事業補
助金

根拠法令 健康増進法

役務費 1,164
委託料 11,813

区分 金額
国 6,760 需用費 543

6,760

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　子宮頸がん羅患率の高い30歳代の女性のうち、30歳、35歳、40
歳のふしめ年齢の方に対して、従来の女性特有のがん検診推進
事業（20～40歳までの5歳きざみ）に、新たにＨＰＶ検査を加え、併
用検診することで、より正確に、より早期にがんを発見する。

（2）事業の必要性
　子宮がん検診とＨＰＶ検査の併用検診を受診奨励し、がんの早
期発見、早期治療につなげていく取組が必要である。

　対象者に対して、無料クーポン券を送付し、子宮がん検診とＨＰ
Ｖ検査の併用検診の受診勧奨を行う。

内容
　対象者
　　　30歳、35歳、40歳の女性
　受診者数見込み
　　　750人

財源 財源名 金額

13,520 13,520 6,760
女性のためのがん検診特別重
点推進事業

健康対策課 衛生費 保健衛生費
健康増進事
業費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 健康増進法

委託料 2,750

需用費 416
役務費 867

区分 金額
国 2,041 賃金 50

2,042

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　40歳から60歳までの5歳刻みのふしめ年齢の方に対して、大腸
がん検診を無料で受診できる無料クーポン券と検診手帳を送付
し、がん検診の重要性及び検診方法を理解してもらい、受診率向
上につなげる。

（2）事業の必要性
　本市における死亡原因の男性3位、女性1位となっているのは大
腸がんであり、働き盛りの40歳代後半から罹患数及び死亡者数
ともに増加している。
　大腸がんの治癒率は約70％と高く、早期であれば100％近く完
治することから、がん検診受診率が低い40歳から60歳を対象とし
た受診率向上の取組が必要である。

　対象者に対して、無料クーポン券及びがん検診手帳を送付し、
受診勧奨を行う。

内容
　対象者
　　　40歳、45歳、50歳、55歳、60歳のふしめ年齢の方
　受診者数見込み
　　　1,250人

財源 財源名 金額

4,083 △ 7,131 2,041
働く世代への大腸がん検診特
別推進事業

健康対策課 衛生費 保健衛生費
健康増進事
業費

11,214

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令 　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２

手数料 ごみ処理手数料 237,328 役務費 498
財産 土地貸付料（環境事業課） 10 委託料 554,155

区分 金額
手数料 許可申請手数料 220 需用費 4,879

322,208

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
 家庭から排出されるごみの分別収集を実施するとともに住民啓
発を行い、ごみ（一般廃棄物）の減量化・資源化、適正な処理を
推進する。
　また、市民からの要請によりボランティア清掃等の収集を行う。

（2）事業の必要性
　天然資源の消費が抑制され、環境への負荷が低減された循環
型社会の実現に向けて、ごみの発生を抑制してごみの減量化を
図るとともに、ごみの再生利用（リサイクル）を推進する必要があ
る。

ごみの分別収集の実施、有害ごみ等の処理、ボランティア清掃等
の収集要請対応及びごみ分別収集カレンダーによる啓発を実施

内訳
　ごみの分別収集の収集委託（5種13分別等）等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　541,981千円
　廃乾電池・蛍光管、白色発泡スチロール等の処理委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,140千円
  ボランティア清掃等収集要請対応　　 3,301千円
　ごみ分別収集カレンダーの発行　　　 1,838千円

財源 財源名 金額

560,260 7,711 238,052分別収集事業（環境事業課） 環境事業課 衛生費 清掃費 塵芥処理費 552,549

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

及び交付金
公課費 138

諸収入 有価物等売払収入（環境事業課） 94 備品購入費 466
諸収入 広報広告料（環境事業課） 400 負担金補助 124

役務費 424
委託料 162,518

報償費 245
需用費 57

区分 金額
共済費 1

163,245

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　子宮頸がん及び髄膜炎等の感染症予防に効果があるというこ
とでＷＨＯが接種に関する推奨を勧告しており、国においても定
期接種化が検討されている予防接種であることから、子宮頸がん
予防ワクチン、ヒブワクチンと肺炎球菌ワクチンの接種を行う。

（2）事業の必要性
　がんの発症防止、小児の細菌性髄膜炎の発症防止や重症化
防止のため、接種を行う必要がある。

　乳幼児（0～4歳児）に対するヒブワクチン・小児用肺炎球菌ワク
チン及び中学1年生（中学2年～高校1年生の未接種者も含む。）
の女子に対する子宮頸がん予防ワクチンの接種
　
内容
　実施方法
　　鳥取県西部医師会との委託契約により実施
　　対象者には接種券を交付
　　委託医療機関は接種券を持参した対象者に、無料で
　　ワクチンを接種
　接種見込数
　　　子宮頸がん　　2,600回
　　　ヒブワクチン　  5,700回
　　　肺炎球菌　　　 6,250回

財源 財源名 金額

163,245 △ 5,132
子宮頸がん等３ワクチン接種事
業

健康対策課 衛生費 保健衛生費 予防費 168,377

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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（1）事業計画
①ごみ有料化事業の実施
②ごみ減量化の誘導策として、平成25年10月から可燃ごみ袋30
リットルサイズを導入する予定

　内訳

指定ごみ袋・収集シールの製造・管理・配送、ボランティア清
掃専用袋の製造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36,335千円
指定ごみ袋取扱店への販売委託、取扱自治会に対する報償
金等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,264千円

根拠法令 勤労青少年福祉法・米子市勤労青少年ホーム条例

工事請負費 12,400

区分 金額
地方債 労働施設整備事業 13,300 委託料 908

8

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　勤労青少年ホームの空調設備を更新する。

（2）事業の必要性
　勤労青少年ホームの空調設備は夏季の冷房使用に支障があ
る状態であるため、これを回避するとともに、安全で安心して利用
できる快適な施設環境を整えるために、空調設備の更新の必要
がある。

　使用に支障が出ている現在の空調設備（チラーユニット・ボイラ・
熱伝達用水配管）を、個別空調（冷暖房）に更新し、設備整備を行
う。

内訳
　委託料　設計　一式　　　　373千円
　　　　　　 監理　一式　　　　535千円
　工事請負費　　一式　　12,400千円

財源 財源名 金額

13,308 13,308 13,300
勤労青少年ホーム設備整備事
業

商工課 労働費 労働諸費 労働諸費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

20,129

需用費 47
役務費 36,335

区分 金額
手数料 ごみ処理手数料 57,599 報償費 1,088

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　平成19年4月から、「ごみ減量化の一層の推進」、「ごみ排出量
に応じた費用負担の公平性・平等性の確保」、「ごみ処理経費に
係る財源確保」を目的に、家庭からごみ置場に持ち出されるごみ
の収集・処理の有料化を実施した。
　有料化したごみの区分は、可燃ごみ、不燃ごみ（不燃性粗大ご
みを含む）で、指定ごみ袋または収集シールの料金として処理手
数料を徴収する。

（2）事業の必要性
　ごみの減量化の推進、ごみ処理経費に係る財源の確保を図る
ため必要である。

財源 財源名 金額

57,599 △ 12,309 57,599ごみ有料化事業（環境事業課） 環境事業課 衛生費 清掃費 塵芥処理費 69,908

委託料

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

5 1 1
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(単位：千円）

5 1 1
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根拠法令

共済費 276
報償費 247

区分 金額
県 緊急地域雇用創出特別交付金 2,931 報酬 1,526

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市内全23小学校に開設しているなかよし学級に配置されている
指導員は、日々、学童保育における諸問題に直面し、指導上の
不安や悩みを抱えることが多いため、指導員に対して適切な指
導、助言を行うとともに、指導力の向上を図るための専任の指導
員を雇用する。

（2）事業の必要性
　なかよし学級の指導員の不安や悩みを解消するとともに、指導
員の指導力の向上を図るため、必要である。

専任の統括指導員（非常勤職員）を雇用し、なかよし学級指導員
が抱える指導上の不安や悩みに対する適切な助言や、または直
接になかよし学級での指導を行うことにより、指導員の不安や悩
みの緩和と指導力の向上を図る。

内訳
　　人件費（非常勤職員1名）　　　2,049千円
    賃借料（移動用自動車）        　 720千円
　　その他事務経費    　　　　　　 　 155千円
　　健康診断料                      　    　7千円

財源 財源名 金額

2,931 2,931 2,931
放課後児童対策（なかよし学級
統括指導員）事業（緊急雇用創
出）

こども未来課 労働費 労働諸費 労働諸費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

委託料 7
使用料及び賃借料 720

需用費 135
役務費 20

区分 金額
県 緊急地域雇用創出特別交付金 7,270 委託料 7,270

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
(1)事業の概要
　高齢者が介護保険サービスの対象とならない、在宅生活をする
上での日常的な困りごとの解決を図るため、相談所を設け相談
員を雇用し、各種サービス等を提供する事業者への受付・斡旋窓
口となり、高齢者の在宅生活を支援する。

(2)事業の必要性
　独居高齢者、身寄りのない高齢者が増加する中、高齢者が在
宅において「安心・安全」な生活を送るための支援体制を構築す
ることが必要である。

　地域福祉の推進を図っている社会福祉法人等に事業を委託し、
相談所を設置させ、相談員を2名雇用するとともに高齢者の在宅
生活を支援するための業務を行う。

財源 財源名 金額

7,270 7,270 7,270
高齢者在宅生活支援事業（緊
急雇用創出）

長寿社会課 労働費 労働諸費 労働諸費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令 浄化槽法、地方財政法第28条、地方自治法第252条の17の2

賃金 3,530
需用費 196

区分 金額
県 緊急地域雇用創出特別交付金 4,746 共済費 556

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　設置されている浄化槽のほとんどは個人管理であり、適正な規
模のものを設置し、かつ適正な維持管理を実施しなければ、公衆
衛生・生活環境に悪影響を及ぼすため、浄化槽法に基づき、浄
化槽設置届等の各種届の受付審査等のほか、現地調査、浄化
槽管理者に対して助言・指導を行う。
　
（2）事業の必要性
　悪臭等の苦情がないよう、浄化槽管理者に対して適切な管理
指導を行い、発生した場合、迅速に対応して市民の生活環境を
保全するため、事業の実施が必要である。

　浄化槽法に基づく各種書類の受理、現地確認等必要に応じて聞
き取りを行い、浄化槽の適正管理指導及び浄化槽台帳の整理等
を行う。
　
内容
　　浄化槽設置数　　約21,150基
　　新規設置届数　　約　  150基
　　定期検査指導数 約  4,000基

内訳
　　人件費　　　　　　　　4,086千円
　　事務経費　　　　　　 　660千円

財源 財源名 金額

4,746 4,746 4,746
浄化槽の適正管理指導による
生活環境保全事業（緊急雇用
創出）

環境政策課 労働費 労働諸費 労働諸費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

役務費 176
使用料及び賃借料 288

備品購入費 72

需用費 652
委託料 311

共済費 1,037
報償費 836

区分 金額
県 緊急地域雇用創出特別交付金 9,050 報酬 5,300

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　非常勤職員3名を雇用し、不法投棄防止のための不法投棄常
習地区を中心とした市内全域のパトロール及びポイ捨てごみや
不法投棄ごみの回収と啓発看板の設置等を行うほか、ごみ置場
や不法投棄常習地区等のデータを作成し、管理活用する。

（2）事業の必要性
　きれいで住みよい地域環境を守るため、ポイ捨てや不法投棄を
させない環境づくりに努める必要がある。

非常勤職員3名を雇用し、不法投棄防止のための不法投棄常習
地区を中心とした市内全域のパトロール及びポイ捨てごみや不法
投棄ごみの回収と啓発看板の設置等を行うほか、ごみ置場や不
法投棄常習地区等のデータを作成し、管理活用することにより、
地域環境の保全を図る。

内訳
　非常勤職員報酬等　3名分　　7,194千円
　パトロール車経費　　　　　　　　 693千円
　啓発看板、消耗品等　　　　　　1,163千円

財源 財源名 金額

9,050 9,050 9,050
地域生活環境整備事業（緊急
雇用創出）

環境事業課 労働費 労働諸費 労働諸費 0

使用料及び賃借料 842

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令 文化財保護法、米子市文化財保護条例

区分 金額
県 緊急地域雇用創出特別交付金 4,851 委託料 4,851

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　米子市埋蔵文化財センター及び米子市山陰歴史館に所蔵され
ている歴史資料の適切な整理、保存、活用に資するため、整理
作業員を雇用し歴史資料の整理、データ化等を行う。

（2）事業の必要性
　過去に実施された発掘調査に伴う出土品や寄贈された膨大な
歴史資料の劣化が著しく、また、整理が不十分であり、資料館で
の展示、教育現場等での活用が困難な状態にある。そのため、
それら資料の適切な保存・活用を図るために整理活用事業を実
施する必要がある。

（1）事業計画
　出土資料・保管資料等の復元、写真資料のデジタル化、図面・
その他歴史資料の保存・整理を実施し、資料館等での展示や教
育現場での活用を実施する。

　内訳
　　委託料　4,851千円

（2）事業効果
　出土資料やその他の保管資料等の劣化を防ぎ、適切な保存、
整理が促進されることで資料館等での展示が可能となり、また、
教育現場での資料の有効な活用が図られる。

財源 財源名 金額

4,851 4,851 4,851
歴史資料整理活用事業（緊急
雇用創出）

文化課 労働費 労働諸費 労働諸費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

賃金 3,434
需用費 485

区分 金額
県 緊急地域雇用創出特別交付金 4,476 共済費 557

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市道の維持管理及び路面の不具合等の早期発見、迅速な対応
のため、専任の巡視員を配置し、パトロール等を行う。

（2）事業の必要性
　市道のポットホール等の破損による路面の不具合が生じ車両
事故が発生しており、パトロールを強化する必要がある。

　専任の巡視員を2名配置し、パトロール車による日常点検位置
図作成及び小維持補修作業を行う。

内訳
　安全巡視員非常勤報酬　12ヶ月×2人　　　3,434千円
　社会保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 557千円
　消耗品費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 485千円

財源 財源名 金額

4,476 4,476 4,476
市道維持管理安全パトロール
事業（緊急雇用創出）

維持管理課 労働費 労働諸費 労働諸費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）
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(単位：千円）
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根拠法令
がんばる農家プラン事業実施要領、がんばる農家プ
ラン事業費補助金交付要綱

及び交付金

区分 金額
県 がんばる農家プラン事業費補助金 15,850 負担金補助 22,425

6,575

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　意欲のある農業者等が作成した特色ある営農プランの目標を
達成するために、機械の導入や施設の整備等について支援を行
う。

（2）事業の必要性
　農家の高齢化や農産物価格の低迷に対し、意欲のある農業者
を育成することは、米子市の農業の発展のために必要不可欠で
ある。

（1）事業計画
①プラン　フレールモアー、ビニールハウス、定植機　　3,375千円
②プラン　ビニールハウス　　　1,350千円
③プラン　色彩選別機　　　1,800千円
④プラン　コンバイン　　　10,800千円
⑤プラン　トラクター　　　1,350千円
⑥プラン　人参収穫機、選別機、洗浄機、土壌消毒機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,750千円

（2）事業効果
　プランを実現するために実施する施設・機械整備等により、生産
の安定化・生産性の向上が見込まれ、野菜・特産物の産地として
更なる発展につながる。

財源 財源名 金額

22,425 5,258 15,850がんばる農家プラン事業 農林課
農林水産業
費

農業費 農業振興費 17,167

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

区分 金額
県 緊急地域雇用創出特別交付金 19,570 委託料 19,570

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　米子市立図書館のリニューアルオープンに伴い、利用者の増加
に対応し、市民サービス向上のため図書館司書4名を増員する。

（2）事業の必要性
　図書館が1.5倍の広さになり利用者の大幅な増加が予想される
ことから、貸出・返本業務、資料相談業務等に対応し利用者サー
ビスを向上させるため司書の増員は必須である。

（１）事業計画
　司書4名を増員する。

（２）事業効果
　図書館の規模拡大、機能充実により、図書貸出・返本業務、資
料相談業務等が増加となることから、司書を増員することにより円
滑な図書館運営が期待できる。

財源 財源名 金額

19,570 19,570 19,570
図書館利便性向上推進事業
（緊急雇用創出）

生涯学習課 労働費 労働諸費 労働諸費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

6 1 3

19

(単位：千円）

6 1 3

19弓浜農業未来づくりプロジェクト事
業補助金

根拠法令
弓浜農業未来づくりプロジェクト事業実施要領、同事
業費補助金交付要綱

及び交付金

区分 金額
県 25,356 負担金補助 36,000

10,644

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　白ねぎなどの特産農作物の生産振興、担い手の育成、農地の
利活用を図る目的で、弓浜地区でのプロジェクト事業を実施す
る。

（2）事業の必要性
　弓浜地区での特産農作物の生産減少、生産者の高齢化等に対
するため、早急に、地域に特化したプロジェクト事業を実施する必
要がある。

（1）事業計画
①特産農作物生産向上対策事業
　特産農作物の生産に関する新技術の試験、有害な線虫や猛暑
被害への対策などの実施に対し支援する。
　事業費：10,459千円
②担い手育成対策事業
　担い手農業者、生産組織等の経営規模の拡大や農作業受託に
必要な機械施設の整備に対し支援する。
　事業費：25,541千円

（2）事業の効果
　弓浜地区における農業の再生、活性化を図ることができ、本市
の農業振興に寄与できる。

財源 財源名 金額

36,000 36,000 25,356
弓浜農業未来づくりプロジェクト
事業

農林課
農林水産業
費

農業費 農業振興費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令
鳥取県就農応援交付金交付要綱、鳥取県青年就農
給付金等補助金交付要綱等

県 青年就農給付金 24,750 及び交付金

区分 金額
県 就農応援交付金 1,973 負担金補助 27,710

987

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　農業従事者の高齢化が急速に進行する中、持続可能な力強い
農業の実現に向けて新規就農者の就労意欲の喚起と就農後の
定着を図るため就農応援交付金及び青年就農給付金を支給す
る。

（2）事業の必要性
　農業の担い手不足、後継者不足は本市にとっても深刻な問題
であり、新規就農者が自らの営農計画の実現に向けて経営を開
始するにあたり、就農初期における費用負担の軽減措置を講じ、
その自立を支援する必要がある。

（1）事業計画
①就農応援交付金　初年度　年額　　1,200千円
　　　　　　　　　　　    2年目　　〃　　　   780千円
　　　　　　　　　　   　 3年目　　〃　　 　  480千円
②青年就農給付金　　年額　1,500千円（最長5年間）
　
　内訳
　　①就農応援交付金　　　　6名　　2,960千円
　　②青年就農給付金　　　 16名　24,750千円

（2）事業効果
　就農初期における費用負担を軽減することによって、新規就農
者の自立が図られる。

財源 財源名 金額

27,710 18,265 26,723就農応援交付金事業 農林課
農林水産業
費

農業費 農業振興費 9,445

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

6 1 3

11

12

19

(単位：千円）

6 1 4

13

15

16

根拠法令

県 しっかり守る農林基盤交付金 24,019 工事請負費 58,100
地方債 農道整備事業 10,200 原材料費 1,000

区分 金額
分担金 土地改良事業費分担金 3,800 委託料 3,000

24,081

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
・農業生産基盤整備の一環として土地改良施設（農道、ため池、
水利施設等）の整備を行う。
・土地改良施設等を適正に維持管理するため、また、災害を未然
に防ぐために破損箇所の補修等を行う。

（2）事業の必要性
　農業生産基盤の整備により、農地の高度利用や安定した農業
経営を図り、施設の維持管理により、良好な営農環境及び市民
の生活環境を確保する必要がある。
　また、漏水ため池等の補修により災害を未然に防ぎ、安定した
営農と下流域の安全を確保する必要がある。

（1）事業計画
・土地改良施設整備：農道舗装、ため池整備、水利施設整備
・土地改良施設等維持管理

（2）事業効果
・農道舗装：未舗装路の路面補修労力削減や農耕車両の安全を
確保し、安定した営農を図る。
・ため池：老朽化による漏水を補修・改修することにより、安定した
営農を図るとともに、破堤等の災害を未然に防ぎ、下流域の安全
を図る。また、底樋・斜樋を改修することにより、ため池管理を容
易にし、維持管理労力の軽減を図る。
・水利施設整備：水利施設等を設置・改修し、安定した営農を図
る。

財源 財源名 金額

62,100 △ 39,800 24,019 10,200 3,800単市土地改良事業 農林課
農林水産業
費

農業費 農地費 101,900

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 鳥取県戸別所得補償経営安定推進事業費補助金交付要綱

及び交付金

役務費 100
負担金補助 3,000

区分 金額
県 3,890 需用費 790戸別所得補償経営安定推進事業

費補助金

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
①地域における担い手と農地の問題解決のため、「人・農地プラ
ン」を作成する事業を進める。
②地域の中心となる経営体への農地集積や分散化した農地の連
坦化を円滑に進める目的で、協力金を交付する事業を進める。

（2）事業の必要性
地域の中心となる経営体の確保や、地域の中心となる経営体へ
の農地集積に必要な取り組みを市町村が支援する必要がある。

（1）事業計画
①人・農地プラン作成事業　       890千円
②農地集積協力金交付事業　　3,000千円

（2）事業の効果
農業の競争力向上を図り、体質強化の実現に寄与できる。

財源 財源名 金額

3,890 3,890 3,890
戸別所得補償経営安定推進事
業

農林課
農林水産業
費

農業費 農業振興費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

6 1 4

11

12

15

17

(単位：千円）

6 1 4

19

根拠法令
土地改良法第91条第6項、第90条第10項、鳥取県県
営土地改良分担金徴収条例

及び交付金

区分 金額
地方債 農業施設整備事業 6,100 負担金補助 6,120

20

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　五千石頭首工は、米子市と伯耆町の受益地221haへかんがい
用水を導水する基幹的な農業用施設で、築造から長い年月が経
過し受益地の営農活動への影響が懸念されている。
　このため、県が事業主体となって改修工事を行い、米子市は地
元負担金を支出する。

（2）事業の必要性
　既存施設の有効利用の検討や効率的な機能保全対策の検
討、それに基づいた対策工事を行うことにより、既存施設の長寿
命化や維持管理費の軽減を図る必要がある。

（1）事業の計画
　県営事業負担金　6,120千円

　内容
　　頭首工補修工　一式、　魚道工　一式、　仮設工　一式

（2）事業の効果
　頭首工の改修工事を行い、かんがい用水を安定して受益地に
導水することにより、良好な営農活動や施設の長寿命化、維持管
理費の軽減を図ることができる。

財源 財源名 金額

6,120 5,440 6,100
県営基幹水利施設ストックマネ
ジメント事業負担金

農林課
農林水産業
費

農業費 農地費 680

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

公有財産購入費 400

役務費 10
工事請負費 38,000

区分 金額
地方債 ふるさと農道緊急整備事業 38,500 需用費 118

28

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　現在は幅員が狭く行き止まりとなっている彦名地区の中海護岸
沿いの農道を、有効幅員5.0ｍに拡幅整備する。

（2）事業の必要性
　環状機能を有する農道を整備することにより、耕作放棄地の解
消と、効率的な農作物の出荷を可能とするため、良好な営農基
盤整備を図る必要がある。

（1）事業計画
　農道施工延長316ｍ、幅員5.0ｍ、用地取得88㎡

（2）事業効果
　中海沿岸地域の彦名地区において、環状機能を有する農道を
整備することにより良好な営農基盤を整備し、効率的な農作物の
出荷を図り、また、良好な営農活動に資することで農地の集積拡
大を図る。

財源 財源名 金額

38,528 △ 2,428 38,500
彦名地区ふるさと農道緊急整
備事業

農林課
農林水産業
費

農業費 農地費 40,956

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

6 1 4

19

(単位：千円）

6 1 4

19

下蚊屋ダム小水力発電施設導入
事業

根拠法令 土地改良法第90条及び第91条

及び交付金

区分 金額
地方債 土地改良事業 125,900 負担金補助 152,659

26,759

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　米川用水路及び放水路等において、水路本体や調整堤、分水
ゲート等の付帯施設の老朽化が進行し漏水等の機能低下が生じ
ていた。施設機能の回復を図るため国営事業により水路本体や
付帯施設の改修・更新を行った。米子市はこの事業に要する地
元市町村負担金を支出する。

（2）事業の必要性
　中海淡水化の中止に伴う代替水源対策の一環として行う。

（1）事業の計画
総事業費　2,993,638,136円
負担割合　　　　　　　国　　　　　県　　 米子市　　　境港市
(H19～H22、H24)　81.32％　11.34％　5.138％　　　2.202％
(H23)　　　　　　    　　82％　　　11％　 　4.9％　 　　　2.1％
国営事業負担金（米子市分）
　予納額（H19～H23）　 139,403千円（元金のみ）
　予納額清算（H24）　　　13,256千円
                         （元金12,932千円　利子324千円）

（2）事業の効果
　米川用水路は造成後30年以上経過し老朽化した水路等の改修
や更新を行うことで、適切な管理が行われる。

財源 財源名 金額

152,659 152,659 125,900
国営弓浜半島地区土地改良事
業負担金

農林課
農林水産業
費

農業費 農地費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

及び交付金

区分 金額
地方債 200 負担金補助 600

400

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　国営事業により整備された下蚊屋ダム施設を有効活用し、鳥取
県が事業主体となって、小水力発電施設を整備する。米子市は
整備に要する経費の地元負担金を支出する。
　　　事業年度：平成24年度～平成26年度

（2）事業の必要性
　土地改良施設の維持管理費の負担軽減を図るため、小水力発
電施設の整備を行う。

（1）事業計画
　県営事業負担金　　600千円
　
　内容
　　小水力発電所電気設備工事　一式
　　小水力発電所監理業務　一式
　
（2）事業の効果
　ダム施設を活用した小水力発電施設による売電収入によって土
地改良施設の維持管理費の軽減が図られる。

財源 財源名 金額

600 600 200
下蚊屋ダム小水力発電施設導
入事業負担金

農林課
農林水産業
費

農業費 農地費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

6 2 2

13

(単位：千円）

6 2 2

19

根拠法令

及び交付金

区分 金額
県 林業再生事業費補助金 1,020 負担金補助 1,020

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　森林の適正管理と間伐材の有効利用等林業再生を図るために
実施する森林作業道の整備に対し、支援を行う。

（2）事業の必要性
　森林の適正管理と間伐材の有効利用等林業再生を図るために
必要である。

（1）事業計画
　間伐を実施するために開設する森林作業道の整備に対し支援
する。

　内容
　　作業道1,700mの開設
　
（2）事業効果
　作業道を開設することにより、今まで間伐ができなかった森林か
ら安全かつ効率的に木材を搬出することができる。

財源 財源名 金額

1,020 1,020 1,020林業再生事業 農林課
農林水産業
費

林業費 林業振興費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

地方債 造林事業 2,900

区分 金額
県 造林事業費補助金 4,080 委託料 7,000

20

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市内及び日野川の上流にある森林について、下刈・枝打ち・除
伐等の保育を行うことにより、森林の健全な育成を図る。

（2）事業の必要性
　森林の荒廃を防ぎ、森林が持つ国土保全や水源かん養等の公
益的機能を発揮するために、必要不可欠である。

（1）事業計画
　淀江町稲吉の米子市有林で下刈を5ha、日南町上萩山の米子
市が契約管理する森林で除伐・枝打ちを8ha行う。

（2）事業効果
　適切な森林整備を実施することで、森林の持つ国土保全及び水
源かん養等の公益的機能が発揮される。

財源 財源名 金額

7,000 6,687 4,080 2,900市行造林保育事業 農林課
農林水産業
費

林業費 林業振興費 313

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

6 3 2

19

(単位：千円）

6 3 3

19

漁業担い手育成研修事業費補助
金

根拠法令 漁港漁場整備法

及び交付金

区分 金額
負担金補助 500

500

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　皆生漁港の知名度の向上、地産地消の促進など、漁業活動の
活性化につながるイベント等を開催する米子市産地協議会に対
して助成を行う。

（2）事業の必要性
　平成24年度に実施した皆生漁港内の堆砂の浚渫に引き続き、
漁業者、有識者で構成する米子市産地協議会が行う事業に対し
て支援を行うことにより、皆生漁港の活性化及び魅力向上を図る
必要がある。

　米子市産地協議会負担金

内容
　事業費　　　1,000,千円×1/2＝500千円
　事業期間　平成24年度～平成26年度
　

財源 財源名 金額

500 △ 35,690産地水産業強化支援事業 水産振興室
農林水産業
費

水産業費 漁港管理費 36,190

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

及び交付金

区分 金額
県 1,791 負担金補助 3,583

1,792

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　新規漁業希望者に漁業の技術又は経営方法を習得するための
研修を行う漁業協同組合に対し、研修費の助成を行う。

（2）事業の必要性
　漁業者の高齢化や後継者不足など、漁業を取り巻く環境は依
然として大変厳しく、今後沿岸漁業の生産力の維持増大を図るた
めには、漁業への新規参入を促進し、担い手を確保することが不
可欠である。

　漁業への新規参入希望者に対して漁協が実施する研修につい
て、費用を助成する。

内容
　研修対象者　3名
　実施期間　平成23年度～平成27年度
　　　（うち1名は平成25年度まで）
　事業費　平成25年度
　　　　　　　　指導料　　　　　　　3,195千円
　　　　　　　　漁業作業演習費　　388千円
　　　　　　　　合計　　　　　　　　 3,583千円
　　　　　（負担割合　県1/2、市1/2）
　事業主体　鳥取県漁業協同組合淀江支所

財源 財源名 金額

3,583 1,067 1,791漁業担い手育成研修事業 水産振興室
農林水産業
費

水産業費 水産業振興費 2,516

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

7 1 2

21

(単位：千円）

7 1 2

19

根拠法令 米子市にぎわいのある商店街づくり事業交付要綱

及び交付金

区分 金額
負担金補助 3,000

3,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1)事業の概要
①出店促進・店舗誘致促進事業
　　中心市街地空き店舗への出店にかかる費用に対し補助
②駐車場対策事業
　　駐車場の整備や案内・誘導に対する整備に対し補助
③活動支援事業
　　商店街を活性化するイベント等に対する補助

（2）事業の必要性
　米子市中心市街地活性化基本計画が平成20年に国の認定を
受け、活性化に向けて様々な事業を実施している。活性化のため
には、中心市街地商店街の集客力や魅力の向上、空き店舗対策
が必要である。

　出店促進・店舗誘致事業

内容
　出店促進事業　　　　　　　　　 500千円×5件＝2,500千円
　活動（イベント）支援事業　　　　100千円×5件＝500千円

財源 財源名 金額

3,000 0
にぎわいのある商店街づくり事
業

商工課 商工費 商工費 商工業振興費 3,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

区分 金額
諸収入 4,415,000 貸付金 4,415,000商工業振興資金貸付金元利収入

（商工課）

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　鳥取県及び金融機関と協調した制度融資を運用することによ
り、経営基盤の弱い中小企業の資金繰りや新規開業、新技術や
新商品への支援を行うとともに、企業の集団化、業種転換などを
支援し、市内事業構造の転換を誘導する。

（2）事業の必要性
　経営基盤の弱い中小企業の資金繰りの安定と地域経済の活性
化を図るために必要である。

　中小企業者を対象とした市・県・金融機関の協調による融資を
実施する。
  なお、超長期の借換資金により償還負担の軽減と経営改善の着
実な取組を支援するための「経営再生円滑化借換特別資金」を新
たに創設する。

内訳
　金融機関の継続分融資残高及び新規融資見込額に対応する
　預託額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,415,000千円

財源 財源名 金額

4,415,000 △ 448,958 4,415,000
商工業振興資金貸付事業（商
工課）

商工課 商工費 商工費 商工業振興費 4,863,958

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

7 1 2

19

(単位：千円）

7 1 2

19

根拠法令

及び交付金

区分 金額
負担金補助 334

334

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　商店街振興組合等で組織する「市」実行委員会が実施する「戸
板市」「にぎわい市」等の宣伝費に対して補助する。

（2）事業の必要性
　中心市街地活性化のため、中心市街地商店街に集客とにぎわ
いをもたらす「市」の開催を支援する必要がある。

内容
　戸板市　　　 3回
　にぎわい市  5回
　歳の市　　　 1回
　土曜市　　　 2回
　初市　　　　　1回

財源 財源名 金額

334 △ 6
商店街にぎわい復活「市」開催
支援事業補助金

商工課 商工費 商工費 商工業振興費 340

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

及び交付金

区分 金額
負担金補助 16,191

16,191

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
(1)事業の概要
　市内企業の工場等の新増設、移転に伴い生じる工場建屋、設
備等の投下固定資産や新規雇用に対して、補助金を交付する。

（2）事業の必要性
　企業の設備投資及び雇用の拡大を促進し、地域経済の活性化
を図るため必要である。

　工場等を新増設する地元企業に対し、工場立地促進補助金及
び雇用促進補助金を交付する。

内訳
　工場立地促進補助金　　　　　　　　　　　　　5件
　　（投下固定資産に係る固定資産税相当額に係る補助）
　雇用促進補助金　　　　　　　　　　　　　　　　6件
　　（新規雇用に係る補助）　100千円×36人＝3,600千円

財源 財源名 金額

16,191 1,645企業立地促進補助金（商工課） 商工課 商工費 商工費 商工業振興費 14,546

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

7 1 2

19

7 1 2

19

根拠法令

及び交付金

区分 金額
負担金補助 1,000

1,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　中海・宍道湖・大山圏域の広域連携による製造業等の産業振
興に資する事業を実施することにより、圏域内企業の連携や交流
を促進し、圏域経済の活性化を図る。

（2）事業の必要性
　広域的な産業振興事業を実施することにより、圏域内の企業、
商工団体、行政等の連携を強化し、販路開拓、共同開発、技術
支援、業務提携などの拡大を図ることが必要である。

　米子、境港、松江、安来、出雲及び鳥取県西部町村の自治体及
び経済団体で構成する「中海・宍道湖・大山圏域ものづくり連携事
業実行委員会」で、圏域内のものづくり企業連携の強化と交流の
促進を図り、経済の活性化につながる事業を実施する。

主な内容
　ビジネスマッチング商談会
　ものづくり企業データベースの構築

財源 財源名 金額

1,000 0
中海・宍道湖・大山圏域ものづ
くり連携事業

商工課 商工費 商工費 商工業振興費 1,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
前年度

当初予算額
本年度

当初予算額
前年度比

本年度の財源内訳
特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他

弓浜絣産地維持緊急対策事
業

商工課 商工費 商工費 商工業振興費 2,429 1,363 △ 1,066 1,363

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業概要
　弓浜がすり伝承館を拠点として、鳥取県弓浜絣協同組合が主
体となって取り組む事業を県、境港市とともに支援する。
①弓浜絣技術者の後継者育成を支援する。
②平成25年度からの5か年計画として、人材育成・普及啓発・販
路拡大及び新商品開発事業を支援する。
　アジア博物館を製造販売の拠点として活用することも検討し、
観光振興にも寄与する。

（2）事業の必要性
　国指定の伝統的工芸品である「弓浜絣｣の産地を維持するた
め、後継者育成及び普及啓発、販路拡大等の支援を行うことが
必要である。

（1）事業計画
①後継者育成
　伝統的な技法等の習得（研修生3名）
②販路開拓
・展示体験事業、情報発信事業、伝承館の管理の実施
・主催型展示会の開催、参加型展示会、企画員の配置、新商品
開発の実施

（2）事業効果
・研修生3名の新規創業
・弓浜絣技術伝承と産地の維持
・販路開拓事業による事業者の経営基盤強化

財源 財源名 金額 区分 金額
負担金補助 1,363
及び交付金

根拠法令
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(単位：千円）

7 1 2

21企業立地促進資金貸付金元利収
入

根拠法令 米子市企業立地促進資金融資規則

区分 金額
諸収入 296,909 貸付金 296,909

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
(1)事業の概要
　企業立地を促進するため、本市に新設、増設、移転する企業に
対し、金融機関が行う融資について、県と協調して金融機関に資
金の預託を行う。

(2)事業の必要性
　企業の行う設備投資や運転資金に対する融資を促進し、本市
への企業誘致や増設等による産業の高度化を図るため、事業の
実施が必要である。

　金融機関が企業に融資する額に対し、市が一定割合を金融機
関に預託し、年度末に返還を受ける。

内容
　設備資金　　1社分　融資平均残高見込　　526,666千円
　　　　　　　　　1社分　融資平均残高見込　　279,850千円
　　　　　　　　　1社分　融資平均残高見込　　280,000千円
　
　預託額＝融資実行見込額×預託割合
　　　　　　526,666千円×0.25　 ＝131,66７千円
　　　　　　279,850千円×0.2778＝　77,742千円
　　　　　　280,000千円×0.3125＝　87,500千円
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　296,909千円

財源 財源名 金額

296,909 46,909 296,909企業立地促進資金融資事業 経済戦略課 商工費 商工費 商工業振興費 250,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

及び交付金

区分 金額
負担金補助 500

500

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
中小企業が新技術、新製品の開発を目的として行う研究､試作に
係る費用及び開発された新技術、新製品の販路開拓に係る費用
に対して補助金を交付する。

（2）事業の必要性
　中小企業の新技術・新製品の開発への取り組みを支援し、経営
体質の強化と新事業展開への促進を図る必要がある。

　本年度は、平成23年度に認定した事業の販路開拓経費の補助
を行う。
　　中小企業新技術新製品開発促進補助金　500千円

財源 財源名 金額

500 △ 500
中小企業新技術新製品開発促
進補助金

商工課 商工費 商工費 商工業振興費 1,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令 米子市企業立地促進補助金交付要綱

及び交付金

区分 金額
負担金補助 98,199

98,199

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
(1)事業の概要
　本市への新たな企業進出や既存の誘致企業の増設等を促進
するため、誘致企業に対し、工場立地促進補助金、雇用促進補
助金による支援を行う。

(2)事業の必要性
　企業誘致の実現のためには、企業にとって魅力のある支援制
度を提案することが必要である。

　誘致企業に対する補助金の交付

内容
　工場立地促進補助金　　3件
　　　投下固定資産税に係る固定資産税相当額
　雇用促進補助金　　　　  5件
　　　新規常用雇用者（市内在住者）一人30万円
　　　（工場新設時100万円）
　用地取得費補助金　　　 2件
　　　新規に取得した用地取得費の30％

財源 財源名 金額

98,199 42,540
企業立地促進補助金（経済戦
略課）

経済戦略課 商工費 商工費 商工業振興費 55,659

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

需用費 824
役務費 300

区分 金額
旅費 97

1,258

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　ふるさと納税制度を活用し、全国に向けて米子市を発信する　と
ともに、寄附者への記念品贈呈を活用して、多彩な地域産品の
全国展開を推進することにより、地域経済の活性化を図る。

（2）事業の必要性
　ふるさと納税額が増加することにより、新たな自主財源を確保
することができるとともに、米子市の情報発信と地域産品が全国
展開されることにより、地域経済の活性化を図ることができるた
め、事業の実施が必要である。

　ふるさと納税推進に向けた広告宣伝及び地域産品の全国展開
の実施

内訳
　ふるさと納税システム使用料　　　　　　　　　　37千円
　パンフレット印刷代　　　　　　　　　　　　　　　 824千円
　雑誌広告宣伝　　　　　　　　　　　　　　　　　　 300千円
　首都圏、関西圏でのＰＲ活動　　　　　　　　　　97千円

財源 財源名 金額

1,258 △ 98地域産品広告宣伝事業 経済戦略課 商工費 商工費 商工業振興費 1,356

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

使用料及び賃借料 37
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(単位：千円）
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(単位：千円）

7 1 2
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根拠法令

及び交付金

区分 金額
県 ６次産業化推進事業補助金 32,023 負担金補助 34,974

2,951

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　農業者等が自らが加工・製造・流通・販売までを主体的に取り
組む6次産業化や農林水産業と商業・工業が連携して商品開発
に取り組む農商工連携等を進める6次産業化により、事業者の所
得向上と地域経済の活性化を図る。

（2）事業の必要性
　6次産業化の実践は、農林水産業と食品加工や販売など異業
種が連携することとなり、新たな産業の創造や雇用の創出が導
かれ地域の活性化につながるため、事業の実施が必要である。

　農業者等のプランを実現するために必要な施設・機械設備等の
経費を助成する。

内容
①自らが生産だけでなく加工もしくは商品販売を行っている農林
漁業者等が取り組む6次産業化推進事業に対する支援
　助成予定：5件
②県内連携農林業者と安定的に取引し、農商工連携に取り組む
食品加工業者等の施設整備事業に対する支援
　助成予定：4件

財源 財源名 金額

34,974 30,184 32,023６次産業化推進事業 経済戦略課 商工費 商工費 商工業振興費 4,790

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

及び交付金

県 工業団地再整備事業補助金 32,983

区分 金額
県 3,091 負担金補助 72,148企業立地に係る水環境影響評価

委員会負担金

36,074

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　ニッポン高度紙工業の誘致実現にあたり、工場の立地に必要と
なる用地の造成及び排水施設等の基盤整備を行う。
　また企業の進出条件である地下水確保に係る影響調査を実施
する。

（2）事業の必要性
　企業の立地が円滑に進むよう、所要の基盤整備をすることが必
要である。また土地開発公社が整備した地下水取水施設及び今
後の工場増設時の取水可能量や影響を調査していくことが必要
である。

　誘致企業が工場を立地するために必要となる用地及び排水路
の整備並びに地下水確保に係る影響調査

内訳
　 工場用地造成等（実施22-23年度　補助23-25年度）
　　　敷地内造成等基盤整備　一式　　 　  276,128千円
　　　公社借入利息相当額        　 　 　 　   10,422千円
 　取水可能量、影響調査（24-25年度）
　　　観測井設置、水位観測、地盤高調査等　27,090千円
　上記に対する本年度支出額　　　　　　　　　  72,148千円

財源 財源名 金額

72,148 △ 330,598 36,074
二本木地区工場用地再整備事
業

経済戦略課 商工費 商工費 商工業振興費 402,746

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

7 1 3

12

13

19

(単位：千円）

7 1 3

8
19

根拠法令

負担金補助 300
及び交付金

区分 金額
報償費 10

310

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　シーカヤック、自転車、登山の3種目で皆生海岸から淀江町を
経て大山頂上を目指す自然体感型イベントを開催する。モンベル
社と鳥取県、市町村が共催しモンベル社のホームページや27万
人の会員への会報等でこの圏域の自然、歴史、文化の効果的な
情報発信を行う。

（2）事業の必要性
　全国的にはまだ知名度の低い圏域の自然、風土の情報発信を
行い、認知度の向上を図ることが必要である。

内容
・皆生・大山シーツーサミット開催負担金　300千円
・米子市長賞　10千円

財源 財源名 金額

310 △ 40
皆生大山シーツーサミット開催
事業

観光課 商工費 商工費 観光費 350

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

委託料 62,585
負担金補助 18,488

区分 金額
財産 土地貸付料（観光課） 5,000 役務費 101

76,174

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　財団法人とっとりコンベンションビュローに対し、運営費、大会開
催補助金等の交付を行い、その活動を積極的に支援し、活用を
図る。また、国際会議場の管理運営においては、平成21年度から
指定管理契約を更新(5年間)し、利用者に対するサービスの向上
に努め、利用促進を図る。

（2）事業の必要性
　大会、学会等を誘致し参加者が宿泊、飲食、観光等を行うこと
により、平成23年度鳥取県において、直接的経済効果23億2,400
万円、間接的経済効果13億7,300万円の計36億9,700万円の波及
効果があったと推計されており、地域経済を活性化を図るために
事業の実施が必要である。

内容
・米子国際会議場指定管理料　62,585千円
・コンベンションビューロー運営費負担金　12,938千円
・コンベンション開催支援補助金　5,550千円
・保険料　101千円

財源 財源名 金額

81,174 △ 31,777 5,000コンベンション関連経費 観光課 商工費 商工費 観光費 112,951

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

及び交付金
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(単位：千円）

7 1 3

8
11

19

(単位：千円）

7 1 3

19

根拠法令

及び交付金

区分 金額
負担金補助 2,000

2,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　「エコツーリズム国際大会in鳥取」の主会場が米子市に決定し
たことを受け、圏域の有する豊かな自然と地元のエコツーリズム
の取組の情報発信を行うため運営費を助成する。

（2）事業の必要性
　国際大会の開催によって、新たな旅行形態として認知されはじ
めているエコツアーを圏域のエコツーリズム推進の起爆剤とす
る。また自然環境への意識の向上と、観光資源として活用するこ
とで地域の活性化を図るために必要である。

　エコツーリズム国際大会in鳥取
　　開催日　　　平成25年10月19日(土)～21日(月)開催予定
　　主会場　　　米子コンベンションセンター

内容
　総事業費　16,000千円
　米子市負担金2,000千円

財源 財源名 金額

2,000 2,000
エコツーリズム国際大会開催事
業

観光課 商工費 商工費 観光費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

需用費 158
負担金補助 382

区分 金額
報償費 7

547

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　淀江地区内の特質を体感してもらうため、「よどえ古代まつり」を
開催し、歴史遺産等の現地探訪やクイズラリー、古代ハスのライ
トアップ、夕暮れコンサートなどを実施する。
　またこの地区内にある観光･文化施設の魅力などや農水産業
の特色を内外に発信するとともに、事業者や関係者との連携・協
同による観光資源などの開発を行う。

（2）事業の必要性
　淀江地区への誘客促進や利便性の向上等を通じて地域の活性
化を図るため、事業の実施が必要である。

・「よどえ古代まつり」の開催
　開催時期　平成25年6月下旬から7月中の1日
　場　　　所　伯耆古代の丘公園、上淀白鳳の丘展示館、
　　　　　　　　上淀廃寺跡、白鳳の里等
　開催内容　上淀白鳳の丘展示館、上淀廃寺跡などの現地
　　　　　　　　説明、クイズラリー、古代ハスのライトアップ、
　　　　　　　　夕暮れコンサート等
・淀江町イラストマップの増刷及びコスモス街道の風景と淀江の生
活と四季の再発見をテーマとしたフォトコンテストの開催

内訳
　「よどえ古代まつり」開催経費　　　382千円
　淀江町イラストマップ増刷　　　　　105千円
　フォトコンテスト開催経費　　　　　　 60千円

財源 財源名 金額

547 △ 876
よどえ魅力発信プロジェクト推
進事業

よどえまちづ
くり推進室

商工費 商工費 観光費 1,423

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

及び交付金
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(単位：千円）

7 1 3

19

(単位：千円）

8 2 1

13

15

19

社会資本整備総合交付金（維持
管理課）

根拠法令

及び交付金

工事請負費 1,000
負担金補助 54

区分 金額
国 1,018 委託料 1,000

1,036

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　狭あい道路（幅員4.0m、私道を除く）を、道路後退用地及び隅切
り用地の寄附を受けて整備する。

（2）事業の必要性
　狭あい道路における緊急時・災害時の避難経路の確保、採光・
通風等の住居環境の改善を図るために必要である。

（1）事業計画
　用地測量委託　　　　　　　　　1,000千円
　市道拡幅整備工事　　　　　　1,000千円
　狭あい道路拡幅事業補助金　　54千円

（2）事業効果
　防災面も含めた生活環境の向上及び市街地形成が図られる。

財源 財源名 金額

2,054 54 1,018狭あい道路拡幅整備事業 維持管理課 土木費 道路橋りょう費
道路橋りょう
総務費

2,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

び交付金

区分 金額
負担金補助及 500

500

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　本市の一大観光イベントとして定着してきた「米子がいな祭」
が、40周年を迎えるに際し、住民と一緒になって盛り上げ機運を
高めるため記念事業の支援を行う。

（2）事業の必要性
　「米子がいな祭」40周年記念にふさわしい祭を実施することに
よって、祭の宣伝効果を高め、地域の活性化を図ることが必要で
ある。

　「第40回米子がいな祭」
　　開催日　　平成25年7月27日(土)・28日(日)開催予定

内容
　40周年記念事業補助金　　500千円

財源 財源名 金額

500 500米子がいな祭記念事業 観光課 商工費 商工費 観光費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

8 2 2

9
11

12

13

14

15

16

22

(単位：千円）

8 2 2

11

13

16

27

根拠法令

公課費 15
原材料費 650

区分 金額
需用費 420

9,085

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　積雪下における市道主要路線のうち、交通確保に欠くことので
きない道路、特に学校・病院・バス路線等の公共的な施設に通ず
る路線に対し、除雪を行う。

（2）事業の必要性
　通路の円滑化、事故の未然防止を図るとともに市民生活の安
全確保のため、事業の実施が必要である。

（1）事業計画
　市道上の除雪、凍結防止剤の散布及び配布、除雪機器点検修
理

　内訳
　　除雪及び凍結防止剤の散布及び配布　　　8,000千円
　　凍結防止剤購入　　　　　　　　　　　　　　　　 　650千円
　　除雪機器点検修理等　　　　　　　　　　　　　 　435千円

（2）事業効果
　交通の円滑化及び事故の未然防止による市民生活の安全確保
が図られる。

財源 財源名 金額

9,085 △ 8,244除雪事業 維持管理課 土木費 道路橋りょう費 道路維持費 17,329

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

委託料 8,000

使用料 行政財産使用料 1 需用費 1,791
使用料 法定外公共物使用料 1,433 役務費 1

区分 金額
使用料 道路使用料 27,459 旅費 21

補償補填 500
及び賠償金

83,406

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市道等において、陥没舗装面の破損、段差等により通行に支障
をきたしている箇所について補修するなど、道路の維持補修を行
う。

（2）事業の必要性
　車両及び歩行者等の安全な通行を確保するため、事業の実施
が必要である。

（1）事業計画
　市道等の維持補修

　内訳
　　市内一円道路補修工事等　　 　　95,000千円
　　市内一円道路除草委託　　　　  　11,000千円
　　市内道路補修に伴う測量委託　    　500千円
　　市内排水施設管理委託　　　          594千円
　　工事用材料購入　　　               　1,800千円
　　物件移転補償　　　　                    500千円
　　事務費（土地借料等）　           　　2,905千円

（2）事業効果
　迅速な対応により事故を未然に防ぐことができる。

財源 財源名 金額

112,299 △ 4,528 28,893
道路維持補修事業（維持管理
課）

維持管理課 土木費 道路橋りょう費 道路維持費 116,827

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

工事請負費 95,000
原材料費 1,800

委託料 12,094
使用料及び賃借料 1,092
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(単位：千円）

8 2 2

15

(単位：千円）

8 2 3

17

19

22

社会資本整備総合交付金（土木
課）

根拠法令

補償補填 3,000
及び賠償金

負担金補助 29,000
地方債 道路新設改良事業 18,100 及び交付金

区分 金額
国 14,850 公有財産購入費 1,000

50

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　社会資本の基本的な施設である道路について、拡幅等の道路
改良により生活環境の向上を図る。

（2）事業の必要性
　地域生活環境の向上及び交通の円滑化を図るために必要であ
る。

（1）事業計画
　土地購入費　　　　　　1,000千円
　改良工事負担金　　29,000千円
　補償金　　　　　　　　　3,000千円

（2）事業効果
　市道の拡幅改良及び市道橋の架け替えにより、生活環境の向
上及び交通の円滑化が図られる。

財源 財源名 金額

33,000 △ 152,700 14,850 18,100道路新設改良事業 土木課 土木費 道路橋りょう費
道路新設改
良費

185,700

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

区分 金額
工事請負費 1,150

1,150

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　地盤沈下や鳥取県西部地震の影響によって生じた米子港・旗ヶ
崎工業団地内における交通の安全性や排水機能に支障のある
市道、側溝の改修あるいは補修を行う。

（2）事業の必要性
　道路側溝を改修することにより排水機能の回復を図り、通行の
安全性を確保し、また事業所の円滑な事業活動の基盤を担保す
るために必要である。

　経年劣化による破損箇所を補修することで、蓋の振動による騒
音やがたつきを無くし、道路交通の安全性を向上させる。

内容
　道路側溝改修及び側溝蓋補修　　延長27.5ｍ

財源 財源名 金額

1,150 550
米子港旗ヶ崎工業団地排水対
策事業

商工課 土木費 道路橋りょう費 道路維持費 600

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

8 2 4

13

15

(単位：千円）

8 2 5

11

13

14

15

22

社会資本整備総合交付金（土木
課）

根拠法令

工事請負費 32,000
補償補填 1,700

委託料 114
地方債 市町村道整備事業（土木課） 15,400 使用料及び賃借料 20

区分 金額
国 18,535 需用費 101

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　 都市計画道路皆生温泉環状線は、平成19年度に県道皆生西
原線より東側が完成し、同県道との交差点改良が鳥取県におい
て施工された。   同交差点から新開川の間130ｍは、交通量が多
く車輌のすれ違いが容易にできない狭あい区間であり、引き続き
この区間を整備し、地域生活環境の向上と交通弱者び通勤通学
等の安全に寄与する。
　
（2）事業の必要性
　地域生活環境の向上と、通勤、通学の安全を図るために必要で
ある。

（1）事業計画
　事業地内の残っている用地の建物移転と併せて用地を買収し、
改良工事を行う。

　内容
  　 計画延長　130m  　幅員　6.0(16.0)m

（2）事業効果
　狭あい区間の解消により、地域生活環境の向上及び交通安全
が図られる。

財源 財源名 金額

33,935 △ 26,965 18,535 15,400
市道上福原東福原線改良事業
（皆生温泉環状線改良事業・３
工区）

土木課 土木費 道路橋りょう費
市町村道整
備事業費

60,900

及び賠償金

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

工事請負費 26,201

区分 金額
委託料

26,201

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　道路における交通環境を改善するため、交通安全施設の整備
及び補修を行う。

（2）事業の必要性
　道路における交通環境の改善を行い、交通事故の防止と交通
の円滑化を図るため、必要である。

（1）事業計画
　カーブミラー、ガードレール、転落防止柵、路面表示等の整備及
び補修

　内容
　　交通安全施設設置及び維持補修工事費　　　26,201千円

（2）事業効果
　交通環境の改善により、交通の円滑化及び安全化が図られる。

財源 財源名 金額

26,201 △ 2,362交通安全施設整備（単独）事業 維持管理課 土木費 道路橋りょう費
交通安全施
設整備費

28,563

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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社会資本整備総合交付金（土木
課）

根拠法令

委託料 44,000
使用料及び賃借料 28

需用費 1,762
地方債 基地周辺整備事業 13,800 役務費 63

区分 金額
国 32,200 旅費 147防衛施設周辺民生安定施設整備

事業補助金

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　 当該路線は幅員が2ｍと狭いため車輌のすれ違いも困難であ
り、また緊急時の避難にも対応できないため、拡幅整備を実施す
る。
　
（2）事業の必要性
　本路線が周辺地区における主要道路となり、緊急車輌の進入
路及び避難経路として、地域生活環境の向上が図られるため必
要である。

（1）事業計画
　道路詳細設計及び物件補償調査に着手する。

　内容
 　  計画延長　1,260m  　幅員　5.5(9.25)m

（2）事業効果
　地域生活環境の向上が図られる。

財源 財源名 金額

46,000 46,000 32,200 13,800
市道上和田東２２号線改良舗
装事業

土木課 土木費 道路橋りょう費
基地周辺整
備事業費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

補償補填 5,000
地方債 市町村道整備事業（土木課） 16,600 及び賠償金

区分 金額
国 20,350 工事請負費 32,000

50

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
老朽化が激しい橋りょうについて点検調査した結果、架け替えが
必要と判断された市道昭和町東福原線にかかる昭和橋を早期に
架け替える。

（2）事業の必要性
本路線は国道181号から勝田町方面に向かう旧県道の幹線市道
であり、日々の利用交通も多く、車輌や歩行者等の安全な通行を
確保するため、必要な事業である。

（1）事業計画
　架け替え工事を着工する。

内容
　昭和橋　　　橋長　7.4ｍ　　幅員　7.75ｍ

（2）事業効果
　昭和橋の架け替えにより、幹線市道の渋滞緩和及び車輌の安
全な通行が図られる。

財源 財源名 金額

37,000 37,000 20,350 16,600
市道昭和町東福原線（昭和橋
架替）事業

土木課 土木費 道路橋りょう費
市町村道整
備事業費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令

補償補填 75,000
及び賠償金

地方債 準用河川改修事業 90,000 使用料及び賃借料 40
工事請負費 150,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

需用費 1,460
県 準用河川改修事業負担金 96,000 委託料 1,000

区分 金額
国 45,000 給料 3,500

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　 準用河川堀川は大沢川を起点として市街化区域を流下し日本
海に流れる河川であるが、近年この流域は、急速な都市化の進
捗により河川の断面不足をまねき、度々浸水被害が発生してい
ることから、河川改修を行う。

（2）事業の必要性
　浸水被害の発生を防止するとともに、河川改修で快適な河川空
間を作り出すことで地域の生活環境の向上を図るため、事業の
実施が必要である。

（1）事業計画
　補償、測量設計、護岸工事及び県道東福原樋口線の橋梁の架
け替え

内容
　補償（水道、中電、ＮＴＴ等）　一式
　橋梁工事（護岸工含む）　　　一式

（2）事業効果
　地域生活環境の向上が図られる。

財源 財源名 金額

231,000 140,100 45,000 96,000 90,000準用河川改修事業 土木課 土木費 河川排水路費
準用河川改
修費

90,900

使用料 河川使用料 65 共済費 6
国 樋門管理委託金 1,300 賃金 485

区分 金額
使用料 行政財産使用料 5 報酬 1,710

及び賠償金

工事請負費 41,500
補償補填 500

54,038

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　既設排水路・道路側溝の改修、補修及び浚渫等を行い、雨水
及び生活雑排水の排除を容易にし、不安のない市民生活が図ら
れる。

（2）事業の必要性
　大雨時による浸水・冠水を防止するとともに、生活環境の改善
を図るために必要である。

（1）事業計画
　市内排水路補修工事　　　　　　　　　　　41,500千円
　市内排水路浚渫業務　　　　　　　　　　　10,000千円
　市内排水路補修に伴う測量業務　　　　　2,000千円
　樋門操作点検に伴う非常勤職員報酬　　1,710千円
　物件移転補償　　　　　　　　　　　　　　　　　 500千円
　修繕料等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,184千円

（2）事業効果
　地域生活環境の向上が図られる。

財源 財源名 金額

56,894 △ 453 1,300 1,486 70排水路維持補修事業 維持管理課 土木費 河川排水路費 排水路維持費 57,347

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

委託料 12,048
使用料及び賃借料 43

県 排水路維持補修事業費負担金 1,076 需用費 600
県 樋門管理委託金 410 役務費 2

社会資本整備総合交付金（土木
課）
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根拠法令
中心市街地の活性化に関する法律第9条「認定基
本」に基づく事業

及び交付金

区分 金額
国 2,000 負担金補助 2,000社会資本整備総合交付金（地域

政策課）

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　まちなか居住を促進するため、市外から転入し、中心市街地の
一定の要件を満たす住宅を取得し、引き続き居住する方に対し、
3年間を限度にその住宅の固定資産税相当額（年間最大10万円
まで）を助成する。

（2）事業の必要性
　中心市街地は、居住人口の減少や高齢化の進展により、健全
なコミュニティが構築できなくなってきているが、本事業をとおし
て、多様な生活サービスを受けることのできる中心市街地で多様
な世代の人たちが安心して居住できるようにすることにより、地域
のコミュニティ強化や防犯環境向上、中心市街地の活性化につな
げる。

（1）事業計画
　補助金
　　制度利用見込み件数
　　　（Ｈ24年度より継続申請者）　　　　　　　 　　　 1,000千円
　　　（Ｈ25年度より新規利用）　10件　　　　　　 　　1,000千円
 
（2）事業効果
　中心市街地におけるコミュニティ強化や防犯環境向上により、中
心市街地活性化が図られる。

財源 財源名 金額

2,000 0 2,000まちなか居住支援事業 建設企画課 土木費 都市計画費
都市計画総
務費

2,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

諸収入 都市計画図作成費負担金 600

区分 金額
県 都市計画図作成費負担金 5,400 委託料 28,000

22,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市民、事業者、関係行政機関等の利用、閲覧など利便の向上
を図るため、本市の国土の基本となる最新の都市計画図を平成
24年度、25年度の2ヵ年で作成するものである。

（2）事業の必要性
　　前回の作成から約10年が経過し、道路、河川等の都市基盤
施設の整備や建築物等が建築されたことにより、経年変化が生じ
ており、利便の向上や業務の円滑な遂行のため、最新の都市計
画図を作成する必要がある。

（1）事業計画
　数値図化編集、データファイルの更新、原図作成の業務委託

（2）事業の効果
　最新の都市計画図により、市民、事業者、関係行政機関等に正
確で整合の取れた情報の提供が可能となる。

財源 財源名 金額

28,000 △ 9,000 5,400 600都市計画図作成事業 都市計画課 土木費 都市計画費
都市計画総
務費

37,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令

及び交付金

県 アスベスト撤去支援事業費補助金 3,750

区分 金額
国 6,250 負担金補助 11,250

1,250

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　建築物の壁、柱、天井等に吹き付けられたアスベストの除去を
推進するために、その分析調査・除去に要する費用を全部または
一部補助する。

（2）事業の必要性
　アスベスト含有の恐れのある吹付け建材の調査及び吹付けア
スベストの除去等を促進することにより、建築物を利用する市民
の健康被害の予防や生活環境の保全を図ることができるため、
事業の実施が必要である。

（1）事業概要
　吹付けアスベストの分析調査・除去等を行う建築物の所有者に
対して、費用の全部または一部を助成する。

　内訳
　　アスベスト分析調査　 　5棟　　   1,250千円
　　アスベスト除去等　　  　1棟    　10,000千円
 
（2）事業効果
　アスベストによる健康被害問題の解消が図られる。

財源 財源名 金額

11,250 0 6,250 3,750アスベスト撤去支援事業 建築指導課 土木費 都市計画費 建築指導費 11,250

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 （参考）建築物の耐震改修の促進に関する法律第３条

負担金補助 5,624
県 1,676 及び交付金

区分 金額
国 3,352 委託料 1,080

1,676

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　阪神・淡路大震災以降、平成12年の鳥取県西部地震など全国
のいたるところで大規模な地震が発生し、既存建築物の耐震性
の向上を図ることが重要課題となっているため、米子市耐震改修
促進計画に基づき、住宅及び建築物の耐震診断・改修設計・耐
震改修に対する支援を行う。

（2）事業の必要性
　地震による建築物の被害は、建物の利用者への被害だけでは
なく、偶然にそこを通りかかった通行人や避難路の寸断等、周囲
に与える影響が大きいため、耐震診断や耐震改修の支援事業を
実施することにより、市民が住宅や建築物の耐震化に取り組み
やすい環境を整備する必要がある。

（1）事業計画
　米子市耐震改修促進計画に基づき、住宅及び建築物の耐震診
断・改修設計・耐震改修への支援・助成を行う。

　内訳
　　木造一戸建て住宅耐震診断技術者派遣
                          　     10戸　　1,080千円
　　耐震診断補助
　　　　一戸建て住宅　　 　2戸　 　 144千円
　　　　建  　築  　物 　　 　1棟　　2,000千円
　　耐震改修設計
　　　　一戸建て住宅　     3戸　    480千円
　　耐震改修工事
　　　　一戸建て住宅    　 3戸　　3,000千円
　
（2）事業計画
　地震による被害を未然に防ぐことができる。

財源 財源名 金額

6,704 0 3,352 1,676震災に強いまちづくり促進事業 建築指導課 土木費 都市計画費 建築指導費 6,704

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

社会資本整備総合交付金（建築
指導課）
震災に強いまちづくり促進事業費
補助金

社会資本整備総合交付金（建築
指導課）
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根拠法令 消防組織法第15条の2

負担金補助 14,413

交際費 20
需用費 1,989

諸収入 消防団員退職報償金受入金 12,000 報償費 12,000
旅費 20,164

区分 金額
県 鳥取県防災危機管理対策交付金 200 報酬 15,207

51,693

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
常備消防と連携し、市民の生命、身体及び財産を火災から守ると
ともに、地震等の災害を防除し、これらの災害の被害を軽減する
ことを任務とする米子市消防団の管理運営を行う。

（2）事業の必要性
消防組織法に基づき、市町村は非常備消防（消防団）を整備する
必要がある。

（1）事業計画
　米子市消防団の管理運営を行う。

　内訳
　　消防団員報酬　　　　　　　15,207千円
　　消防団員退職報償金　 　12,000千円
　　消防団員出動手当等　 　20,164千円
　　消防団長交際費　　　　 　 　　20千円
　　消防団員装備品購入 　 　1,989千円
　　消防出初式会場借料     　  100千円
　　消防協会負担金・消防団員共済基金負担金等  14,413千円
　
（2）事業効果
　地域における第一線の防災機関である消防団の団員と装備品
を確保し、必要な教育訓練を実施することにより、一層の充実を
図ることができる。

財源 財源名 金額

63,893 217 200 12,000非常備消防費 防災安全課 消防費 消防費 非常備消防費 63,676

及び交付金

使用料及び賃借料 100

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 建築基準法、米子市空き家等の適正管理に関する条例

旅費 7
需用費 31

区分 金額
報酬 70

268

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市内に所在する危険家屋（老朽化等により倒壊し、又は建築材
等が飛散することにより近隣住民や通行人に危険を及ぼすおそ
れのある状態の建物）の所有者に対し、建物の適正管理要請や
危険な状態の解消に向けた改善指導等を行う。

（2）事業の必要性
　建物の倒壊等による事故等を防止し、安全で安心な市民生活
を確保するために必要である。

（1）事業計画
　危険家屋の現地調査及び所有者調査を行うとともに、危険家屋
の所有者に対し危険な状態の解消に向け、建築基準法に基づく
適正管理要請又は米子市空き家等の適正管理に関する条例に
基づく指導、勧告、命令等を行う。

内訳
　事務経費　268千円

（2）事業効果
　危険家屋による地域住民や通行人の事故防止が図られる。

財源 財源名 金額

268 59危険家屋対策事業 建築指導課 土木費 都市計画費 建築指導費 209

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

役務費 160
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(単位：千円）

9 1 2
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(単位：千円）

10 1 2
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根拠法令 発達障害者支援法８条

共済費 130

区分 金額
報酬 11,220

11,350

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　小中学校に学校支援員を配置し、個別の支援を必要とする児
童生徒に対して学習支援や学校生活上の介助を行なうことで、児
童生徒が抱える問題の解消を図る。

（2）事業の必要性
　学校では人的支援の不足から十分な対応を取ることができない
ため、学級崩壊や学校不適応などの深刻な問題が見られる。こ
れらの問題を解消するため、人的支援を行い、問題の解消に向
けて緊急に対応する必要がある。また、いじめ問題の未然防止に
も効果がある。

　特別支援教育支援員として、小中学校に非常勤職員10名を配
置する。

内訳
　学校支援員報酬　10人　　　　 11,220千円
　労災保険料　　　　　　　　　　　　　　34千円
　雇用保険料　　　　　　　　　　　　　　96千円

財源 財源名 金額

11,350 △ 2,157にこにこサポート支援事業 学校教育課 教育費 教育総務費 事務局費 13,507

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 消防組織法第8条

区分 金額
県 鳥取県防災危機管理対策交付金 163 需用費 500

337

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　米子市消防団28分団に配備している消防用ホースのうち、一部
のホースの更新を図る。

（2）事業の必要性
　消防用ホースは、消火活動における生命線であり、かつ使用上
の摩擦等による損耗の激しい資機材である。損耗したホースは可
能な限り補修して使用しているが、慢性的に本数が不足している
状況でもあり、消火活動及び訓練等に支障をきたすことのないよ
う整備する必要がある。

（1）事業計画
　消防用ホースを更新する。

　内容
　　消防用ホース購入　　500千円
　
（2）事業効果
　消防用ホースを使用する消防団員の安全確保だけでなく、効率
的な消火活動が期待できることにより市民の生命、身体及び財産
を守ることができる。

財源 財源名 金額

500 △ 300 163地域防災力向上対策事業 防災安全課 消防費 消防費 消防施設費 800

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）
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(単位：千円）
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根拠法令

旅費 752
需用費 144

区分 金額
県 1,260 報償費 364少人数学級を活かす学びと指導

の創造事業補助金

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業概要
　子どもたちに必要な思考力、判断力、表現力を育む授業改革に
取り組み、学びの質を向上させる。
　
（2）事業の必要性
　35人学級の小中学校全学年への拡充に伴い、それを活かして
きめ細やかな生活指導、学習指導、思考力を深める授業づくりが
可能になる。そうした中で活用する力（思考力・判断力・表現力）
の育成と内発的な学習意欲の向上といった学びの質を格段に向
上させる取組が必要になる。

（1）事業計画
　①授業研究会の実施
　②全国学力・学習状況調査等を指標とした成果の把握・分析や
アンケート調査による授業評価等を実施
　③研究主任研修会（年間4回）への参加
　④外部講師による研修会の実施
　⑤先進地視察
　
　実施校：東山中、後藤ヶ丘中、箕蚊屋中

（2）事業効果
　研修会等を通して授業の質の向上が図られるとともに、調査等
において課題となっていた活用する力の育成・内発的な学習意欲
の向上を図り、学びの質を向上させる効果が期待できる。

財源 財源名 金額

1,260 1,260 1,260
少人数学級を活かす学びと指
導の創造事業

学校教育課 教育費 教育総務費 事務局費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

共済費 17

区分 金額
県 3,651 報酬 5,460スクールソーシャルワーカー活用

事業補助金

1,826

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　教育と社会福祉について専門知識や技能を有するスクール
ソーシャルワーカーを教育委員会事務局に配置する。

（2）事業の必要性
　児童生徒の不登校やいじめ問題の背景には家庭、地域、学校
等の児童生徒が置かれている環境の問題が絡み合っている。教
育現場では、関係機関が連携した会議の開催等の取組を行なう
ために、コーディネーター役の存在が求められており、スクール
ソーシャルワーカーへの依頼件数も増加している現状で欠かすこ
とのできない事業である。

（1）事業計画
　スクールソーシャルワーカーとして、非常勤職員3名を教育委員
会事務局に配置し、教育と社会福祉、医療等との連携を行うため
のコーディネートを行う。

　内訳
　　報酬　 3人　　　5,460千円
　　労災保険料　　　　17千円

（2）事業効果
　子どもたちの抱える不登校やいじめ問題等の解決に向けて、そ
の置かれている環境に働きかけ、また関係機関等のネットワーク
の活用などについて、スクールソーシャルワーカーが対応すること
で、従来では解決できなかった事案の解決が期待される。

財源 財源名 金額

5,477 2,243 3,651
スクールソーシャルワーカー活
用事業

学校教育課 教育費 教育総務費 事務局費 3,234

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

10 2 2

18

(単位：千円）

10 2 2

26

根拠法令

区分 金額
寄附金 32,000

32,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業概要
　平成24年度から新たに3～6年生に35人学級が導入され、それ
に必要な教員の配置に要する人件費の一部を、市が協力金とし
て負担する。（加配教員1人当たり2,000千円）
　なお、1，2年生の30人学級については従前どおり実施するが、
それに係る人件費は平成24年度から全額県の負担となってい
る。

（2）事業の必要性
　すべての学年で少人数学級を実施することにより、一人ひとり
に応じたきめ細やかな指導を充実させるとともに、学校生活への
適応の円滑化並びに基本的な生活習慣の取得及び基礎学力の
定着等を図るために必要である。

　一人ひとりに応じた指導充実等を図るための3～6年生の35人学
級導入に伴う加配教員経費の市負担金

内訳
　負担金額　　　　　1人当たり　2,000千円
　35人学級の見込み数　　　　　16学級

財源 財源名 金額

32,000 0小学校少人数学級実施事業 学校教育課 教育費 小学校費 教育振興費 32,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 理科教育振興法、理科教育振興法施行令等

区分 金額
国 理科教育設備整備費補助金 725 備品購入費 1,450

725

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　理科、算数設備の整備を図り、実験ができる環境をつくる。

（2）必要性
　平成23年度から実施された新学習指導要領では、理科・算数
の授業時間数が増加するとともに、指導内容の充実が図られ、特
に理科では観察、実験などの学習活動が大幅に拡充されること
になった。そのため新たに必要となる実験器具等もあり、また基
準に対する整備率も低いため、整備を図る必要がある。

（1）事業計画
　基準額を満たしている小学校はないが、その中で、現有率が低
く、整備を希望する小学校について整備を図る。

　内訳
　　福生東小  119千円
　　加茂小     846千円
　　弓ヶ浜小   131千円
　　淀江小     354千円

（2）事業効果
　理科等教育備品を整備することは、児童が実験・観察をし、理科
等への興味関心を高めるうえで効果がある。

財源 財源名 金額

1,450 1,450 725
小学校理科教育等施設整備事
業

学校教育課 教育費 小学校費 教育振興費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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(単位：千円）

10 2 3
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(単位：千円）
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根拠法令 学校教育法

区分 金額
地方 学校教育施設等整備事業 2,800 工事請負費 2,800

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　プール浄化設備を年次的に整備し、教育環境の改善と児童の
健康の確保を図る。

（2）事業の必要性
　プール浄化設備を改善し、学習活動及び健康に支障が生じな
いように設備を保全、整備する必要がある。

　尚徳小学校のプール浄化設備の改修を行い、学習活動の充実
を図る。

内容
　設備改修工事　一式　　2,800千円

財源 財源名 金額

2,800 200 2,800
小学校プール浄化設備改修事
業

教育総務課 教育費 小学校費 学校建設費 2,600

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 建築物の耐震改修の促進に関する法律

地方債 学校教育施設等整備事業 149,600 委託料 7,345
工事請負費 243,400

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 101,537 需用費 400

8

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　学校施設で、構造耐震指標（Ｉｓ値）が基準に満たない建物のう
ち、緊急を要する施設から耐震補強工事を実施する。

（2）事業の必要性
　地震等の災害発生時に、児童生徒等の安全を確保するととも
に、地域住民の応急避難場所としての機能を確保するため、耐
震補強工事を実施し施設の安全性を確保する必要がある。

　五千石小学校（管理教室棟）、箕蚊屋小学校（管理教室棟）、彦
名小学校（管理教室棟）、義方小学校（教室棟）の耐震補強工事
を実施し、施設の安全性の確保を図る。
　
内容
　五千石小学校管理教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造3階建　2,921㎡　Is値：0.47、0.5
　　　箕蚊屋小学校管理教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造3階建　2,386㎡　Is値：0.44
　　　彦名小学校管理教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造3階建  2,351㎡　Is値：0.47
　　　義方小学校教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造3階建　1,697㎡　Is値：0.49

内訳　　事務費　　　　　　　　　　　　400千円
　　　　　監理業務　一式　　　　 　9,166千円
　　　　　耐震補強工事　一式　243,400千円

財源 財源名 金額

251,145 206,240 101,537 149,600小学校耐震補強事業 教育総務課 教育費 小学校費 学校建設費 44,905

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令 理科教育振興法、理科教育振興法施行令等

区分 金額
国 理科教育設備整備費補助金 730 備品購入費 1,460

730

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　理科、算数設備の整備を図り、実験ができる環境をつくる。

（2）事業の必要性
　平成24年度から実施された新学習指導要領では、理科・数学
の授業時間数が増加するとともに、指導内容の充実が図られ、特
に理科では観察、実験などの学習活動が大幅に拡充されること
になった。そのため新たに必要となる実験器具等もあり、また基
準に対する整備率も低いため、整備を図る必要がある。

（1）事業計画
　基準額を満たしている中学校はないが、その中で、現有率が低
く、整備を希望する中学校について整備を図る。

　内訳
　　東山中　　 450千円
　　福生中　   548千円
　　湊山中　   462千円

（2）事業効果
　理科等教育備品を整備することは、生徒が実験・観察をし、理科
等への興味関心を高めるうえで効果がある。

財源 財源名 金額

1,460 1,460 730
中学校理科教育等施設整備事
業

学校教育課 教育費 中学校費 教育振興費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 建築物の耐震改修の促進に関する法律、学校教育法

地方債 学校教育施設等整備事業 437,500 需用費 300
437,500 委託料 9,036

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 89,935 旅費 50

51

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　構造耐震指標（Ｉｓ値）が基準に満たない建物の耐震補強工事を
実施し、あわせて機能回復のため教室棟の大規模改修工事を実
施する。

（2）事業の必要性
　大規模改修等を行うことにより災害発生時に児童生徒等の安
全を確保し、地域住民の応急避難場所としての機能を確保する
必要がある。

　住吉小学校の耐震補強工事（管理教室棟、教室棟）及び大規模
改修工事（教室棟）を実施し、施設の安全性の確保を図る。

内容
　耐震補強
　　　　管理教室棟　鉄筋コンクリート造3階建　2,025㎡　Is値：0.44
　　　　教室棟　鉄筋コンクリート造3階建　1,599㎡　Is値：0.46
　大規模改修
　　　　教室棟　鉄筋コンクリート造3階建　1,599㎡　S49年建築

内訳　　事務費　一式　　　　　　　　　 350千円
　　　　　監理業務　一式　　　　　 　 9,036千円
　　　　　建物借料　一式　　　　　 119,000千円
　　　　　耐震補強工事　一式       92,200千円
　　　　　大規模改修工事　一式  306,900千円

財源 財源名 金額

527,486 499,633 89,935 437,500住吉小学校大規模改修等事業 教育総務課 教育費 小学校費 学校建設費 27,853

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

使用料及び賃借料 119,000
工事請負費 399,100
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(単位：千円）

10 3 2
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(単位：千円）
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8
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根拠法令

旅費 16
役務費 2

区分 金額
県 69 報償費 51中学校武道必修化に伴う外部指

導者派遣事業委託金

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　平成24年度から実施されている中学校武道必修化に伴い、米
子市立中学校の保健体育（柔道）での指導、並びに指導補助の
ため武道の専門家を学校に派遣する。

（2）事業の必要性
　より専門的な指導力や知識、並びに柔道の伝統的な考え等を
外部指導者を通して効果的に活用し、複数体制で指導することで
安全性の向上を図る必要がある。

（1）事業計画
　中学校保健体育（柔道）における外部指導員の学校への派遣

　内訳
　　報奨金　20時間×1人　　51千円
　　交通費　16回×1人　　　 16千円
　　傷害保険料　1人　　　　　　2千円

（2）事業効果
　専門的な指導だけではなく、礼儀作法も学ぶことができる。ま
た、最も心配される怪我や事故の未然防止や安全性の向上にも
つながる。

財源 財源名 金額

69 69 69
中学校武道必修化に伴う外部
指導者派遣事業

学校教育課 教育費 中学校費 教育振興費 0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

区分 金額
寄附金 16,000

16,000

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　平成24年度から新たに2、3年生に35人学級が導入され、それ
に必要な教員の配置に要する人件費の一部を、市が協力金とし
て負担する。（加配教員1人当たり2,000千円）
　なお、1年生の33人学級については従前どおり実施するが、そ
れに係る人件費は平成24年度から全額県の負担となっている。

（2）事業の必要性
　生徒一人ひとりに応じたきめ細やかな指導を行なうことにより、
中学校生活へ円滑に移行するとともに、基礎学力の定着や学力
の向上を図るために必要である。

　一人ひとりに応じた指導充実等を図るため、2,3年生の35人学級
導入に伴う加配教員経費の市負担金

内容
　負担金額　　　　　1人当たり　2,000千円
　35人学級の見込み数による加配教員数　　8人

財源 財源名 金額

16,000 △ 6,000中学校少人数学級実施事業 学校教育課 教育費 中学校費 教育振興費 22,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令

委託料 1,001
工事請負費 25,700

区分 金額
地方債 社会教育施設整備事業 18,300 役務費 420

8,821

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
①トイレの男女別化改修並びに多目的トイレの設置工事
②修繕が必要な箇所の整備

（2）事業の必要性
①プライバシー保護とバリアフリーの観点から、トイレの男女別
化、多目的トイレの設置が必要である。
②安全な学習環境の提供、災害時の避難所としての機能を確保
する必要がある。

（1）事業計画
・トイレ男女別化・多目的トイレ設置工事
　　尚徳公民館
・多目的トイレ設置工事
　　福生東公民館
・修繕整備工事
　　彦名公民館旧機械室外壁等改修工事
　　その他改修工事

（2）事業効果
　施設の安全性、利便性が向上することにより、生涯学習活動の
拠点として利用者が更に利用しやすくなる。
　また、緊急時の避難所としての安全性が確保できる。

財源 財源名 金額

27,121 △ 8,589 18,300公民館施設等整備事業 生涯学習課 教育費 社会教育費 公民館費 35,710

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 建築物の耐震改修の促進に関する法律

地方債 学校教育施設等整備事業 297,500 委託料 8,247
工事請負費 363,600

区分 金額
国 学校施設環境改善交付金 74,537 需用費 200

10

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　学校施設で、構造耐震指標（Ｉｓ値）が基準に満たない建物のう
ち、緊急を要する施設から耐震補強工事を実施する。

（2）事業の必要性
　地震等の災害発生時に、児童生徒等の安全を確保するととも
に、地域住民の応急避難場所としての機能を確保するため、耐
震補強工事を実施し施設の安全性を確保する必要がある。

淀江中学校（管理教室棟、教室棟）、湊山中学校（管理教室棟、
教室棟）の耐震補強工事を実施し、施設の安全性の確保を図る。

内容
　淀江中学校教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造4階建　2,289㎡　Is値：0.4
　　　淀江中学校管理教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造3階建　1,022㎡　Is値：0.63
　　　湊山中学校管理教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造3階建  1,536㎡　Is値：0.45
　　　湊山中学校教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造3階建　627㎡　Is値：0.45
　　　湊山中学校教室棟
　　　　鉄筋コンクリート造3階建　513㎡　Ｉs値：0.45

内訳 　事務費　　　　　　　　　　　　200千円
　　     監理業務　一式　　　　 　8,247千円
　　     耐震補強工事　一式　363,600千円

財源 財源名 金額

372,047 319,205 74,537 297,500中学校耐震補強事業 教育総務課 教育費 中学校費 学校建設費 52,842

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳
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根拠法令
図書館法第３条に規定する業務及び子どもの読書活
動推進に関する法律

図書館費 16,372

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令 図書館法第１０条の規定により設置

備品購入費 30,000

区分 金額
諸収入 ネーミングライツ料（生涯学習課） 1,750 需用費 1,500

29,750

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　市立図書館において、市民の利用に供するための図書、記録、
視聴覚資料の充実を図る。
　リニューアルオープンに合わせ、利用者から要望の多い図書や
新刊本の充実を図る。

（2）事業の必要性
　市民の読書や学習のニーズにこたえるため、図書、新聞、雑誌
等を充実させる必要がある。

（1）事業計画
①図書及び資料、雑誌、新聞等の購入
②児童図書の充実
③郷土参考資料の充実
④学校への貸出のための調べ学習資料の充実
⑤法情報、ビジネス支援、介護･年金・健康情報資料の充実

（2）事業効果
　幅広い年代層の学習を支援し、市民の教養と文化の発展に寄
与することができるとともに、多様な市民ニーズに応えることがで
きる。

財源 財源名 金額

31,500 15,128 1,750図書資料費 生涯学習課 教育費 社会教育費

諸収入 複写機使用料（生涯学習課） 180 共済費 304
諸収入 庁舎電気等使用料（生涯学習課） 96 報償費 504

区分 金額
手数料 図書貸出カード発行手数料 19 報酬 1,817

及び交付金

使用料及び賃借料 12,052
負担金補助 55

68,861

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
①市民の最も身近な生涯学習の場である市立図書館の適切な
施設管理と図書館業務の運営を行う。
②ICタグを貼り付けた図書と自動貸出機等に対応する図書館新
システムを整備することにより、スムーズな図書の貸出、管理が
できることにより利便性を向上させる。
③図書館増改築工事期間中に代替図書館を設置する。

（2）事業の必要性
①市民の図書館として幅広い年代に活用され、市民全体の教養
文化の向上を図ることが求められている。
②図書貸出カウンターでの待ち時間の解消や迅速で分かり易い
図書検索が求められている。
③代替図書館を設置し、図書館の完全閉館期間を少なくすること
により市民サービスの向上を図る必要がある。

（1）事業計画
①図書館の施設管理
②図書館事業・運営の一部委託
③図書館協議会の設置
④図書館情報システムの運用
⑤代替図書館の設置

（2）事業効果
①市民の知識及び教養の向上に資するとともに、学校教育と社会
教育が一体となった教育活動を推進することができる。
②図書館新システムの導入により図書の貸出、検索、管理等の
利便性が向上する。

財源 財源名 金額

69,156 14,403 295図書館管理運営費 生涯学習課 教育費 社会教育費 図書館費 54,753

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

役務費 605
委託料 46,607

旅費 23
需用費 7,189
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社会資本整備総合交付金（地域
政策課）

根拠法令 建築物の耐震改修の促進に関する法律

工事請負費 843,220
地方債 社会教育施設整備事業 657,600

区分 金額
国 196,553 委託料 10,980

47

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　公会堂ホール棟・楽屋棟の耐震改修工事、全館の劣化改修・内
外装改修・設備改修工事を行う。
　
（2）事業の必要性
　耐震調査により強度不足と判断され、平成23年度は基本設計、
平成24年度は実施設計を行い、工事を開始した。平成25年度は
より安全で安心できる文化施設を市民に提供できるよう引き続き
工事を行う必要がある。

米子市公会堂の耐震補強及び大規模改修工事を行うことにより、
より安全で安心できる文化施設を市民に提供することができる。

内容
　公会堂ホール棟・楽屋棟　　耐震補強工事
　全館　　劣化改修工事、内外装改修工事、設備改修工事
　
内訳
　平成25年度工事費　843,220千円
　　　　　　　　 委託料　  10,980千円

財源 財源名 金額

854,200 240,780 196,553 657,600公会堂整備事業 文化課 教育費 社会教育費 公会堂費 613,420

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

根拠法令

地方債 社会教育施設整備事業 194,300

区分 金額
国 34,067 工事請負費 228,400

33

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　図書館・美術館両施設ならびに周辺環境の整備に係る工事を
行う。
　
（2）事業の必要性
　情報・文化の発信拠点としての機能を充実させ、将来のニーズ
に応えるために、整備を行う必要がある。

情報、文化の発信拠点としての機能を充実させ、将来のニーズに
応えるために、図書館・美術館両施設ならびに周辺環境の整備に
係る工事を行う。

内容
　図書館　　　耐震補強工事、劣化改修工事、
　 　　　　　　　増築改築及び内装工事、バリアフリー工事
　美術館　　　増築改築及び内装工事、バリアフリー工事
　広場及び中庭　　バリアフリー工事

内訳
　平成25年度工事費　228,400千円

財源 財源名 金額

228,400 △ 421,600 34,067 194,300図書館・美術館整備事業 文化課 教育費 社会教育費
教育文化施
設費

650,000

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

社会資本整備総合交付金（地域
政策課）
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根拠法令 　　　学校給食法

公有財産購入費 156,453

区分 金額
地方債 学校給食施設整備事業 187,500 役務費 274

項名称 目名称
前年度

当初予算額
本年度

当初予算額
前年度比

本年度の財源内訳

根拠法令 学校給食法

委託料 30,844

71

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　中学校給食の平成27年度4月実施に向けて、流通業務団地内
に5,000食規模の給食センターを新たに建設する。

（2）事業の必要性
　現在、中学校給食実施校は2校だが、未実施の中学校において
も学校教育の一環として早期に給食を提供する必要がある。

（1）事業計画
　実施設計業務委託　　　30,844千円
　構造計算適合性判定　　　274千円
　建設用地取得　　　　　156,453千円

（2）事業効果
　平成25年度中に実施設計、建設用地取得を行い、平成26年度
中に施設を完成させ、平成27年度から給食提供を実現可能とす
る。

財源 財源名 金額

187,571 187,571 187,500共同調理場（新設）整備事業 学校給食課 教育費 保健体育費
給食施設整
備事業費

0

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称

使用料 行政財産使用料 17 旅費 30
諸収入 給食委託金 32,334 需用費 58,741

区分 金額
使用料 職員駐車場使用料（学校給食課） 639 報酬 196

及び交付金
公課費 8

280,456

事業の概要と必要性 本年度の計画効果 本年度の特定財源の内訳 節
（1）事業の概要
　学校給食施設（共同調理場4か所、単独校調理場4か所）を設置
し、市内小学校、中学校2校に給食を提供し、施設の維持管理を
行う。

（2）事業の必要性
　学校給食法に基づき、児童生徒の心身の健全な発達に資し、
国民の食生活の改善に寄与することを目的として、学校教育の
一環として実施される学校給食施設を設置する必要がある。

（1）事業計画
　①学校給食調理業務
　　学校給食調理業務委託料　　221,055千円
　　　(ｱ）共同調理場4施設での給食調理　：約9,000食
　　　　（学校給食センター、弓ヶ浜・尚徳・淀江各共同調理場）
　　　(ｲ）単独校調理場4施設での給食調理　：約1,400食
　　　　（啓成小、加茂小、彦名小、五千石小）
　　　(ｳ)アレルギー対応食モデル事業（弓ヶ浜共同調理場）
　②給食受給校への給食輸送
　　学校給食輸送業務委託料　　 18,180千円
　③調理施設及び調理機器の適正な管理
　　需用費、役務費、各種委託料等　74,333千円

（2）事業効果
　調理業務および輸送業務を外部委託し、設置した調理施設と調
理機器を適正に管理することにより、学校給食事業を安全かつ効
率的に運営することができる。
　

財源 財源名 金額

313,568 1,577 33,112学校給食運営事業 学校給食課 教育費 保健体育費 給食施設費 311,991

特定財源 一般財源国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称

前年度
当初予算額

本年度
当初予算額

前年度比
本年度の財源内訳

備品購入費 917
負担金補助 723

諸収入 複写機使用料（学校給食課） 52 役務費 885
諸収入 有価物等売払収入（学校給食課） 70 委託料 252,068
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